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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　互いに対向する第１面及び第２面を有する基部であって、検出対象の媒体を受け入れる
ための凹部が、前記第１面側に開口するようにして形成され、前記凹部の底面が振動可能
に形成されている基部と、
　前記基部の前記第２面側に形成された第１電極であって、前記凹部の底面よりも大きな
寸法にて形成されて前記凹部の底面に対応する領域の略全体を覆う本体部を有し、前記本
体部は、前記凹部の底面の周縁に対応する位置よりも内側に入り込むようにして形成され
た切欠き部を含む、第１電極と、
　前記凹部の底面よりも小さな寸法にて形成された本体部を有し、全体が前記凹部の底面
に対応する領域の範囲内に収まっている圧電層であって、前記圧電層の前記本体部は、前
記第１電極の前記切欠き部に対応する部分を除く略全体が前記第１電極に積層されている
、圧電層と、
　前記基部の前記第２面側に形成され、前記凹部の底面に対応する領域の外部から前記凹
部の底面に対応する領域の内部まで延在し、一部が前記第１電極の前記切欠き部の内部に
位置して前記圧電層の一部を前記第２面側から支持する補助電極と、
　前記圧電層に積層された本体部と、前記本体部から延出して前記凹部の底面に対応する
領域の内部において前記補助電極に接続された延出部と、を有する第２電極と、を備え、
　前記第１電極及び前記第２電極を介して前記圧電層に電圧を印加して前記圧電層を変形
させることにより前記凹部の底面が振動するように構成されている、
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ことを特徴とする液体検出装置。
【請求項２】
　前記圧電層は、前記凹部の底面に対応する領域の範囲内において前記圧電層の前記本体
部から突出した突出部を有し、前記突出部は前記補助電極によって支持されている請求項
１記載の液体検出装置。
【請求項３】
　前記第２電極の前記本体部は、前記圧電層の前記本体部よりも小さな寸法にて形成され
ている請求項１又は２に記載の液体検出装置。
【請求項４】
　前記圧電層の前記本体部及び前記第２電極の前記本体部は、共通の少なくとも１つの対
称軸を持つような略対称の形状を成している請求項１乃至３のいずれか一項に記載の液体
検出装置。
【請求項５】
　前記圧電層の前記本体部及び前記第２電極の前記本体部は、いずれも円形であって互い
に同心に配置されている請求項４記載の液体検出装置。
【請求項６】
　互いに対向する第１面及び第２面を有する基部であって、検出対象の媒体を受け入れる
ための凹部が、前記第１面側に開口するようにして形成され、前記凹部の底面が振動可能
に形成されている基部と、
　前記凹部の底面よりも大きな寸法にて前記基部の前記第２面側に形成されて前記凹部の
底面に対応する領域の全体を覆う第１電極と、
　前記凹部の底面よりも小さな寸法にて形成されて前記凹部の底面に対応する領域の内部
にて前記第１電極に積層された本体部を有する圧電層と、
　前記圧電層の前記本体部に積層された本体部を有する第２電極と、を備え、
　前記第１電極及び前記第２電極を介して前記圧電層に電圧を印加して前記圧電層を変形
させることにより前記凹部の底面が振動するように構成されている、
ことを特徴とする液体検出装置。
【請求項７】
　前記圧電層は、前記圧電層の前記本体部から延出して前記凹部の周縁に対応する位置を
越えて前記凹部の底面に対応する領域の外部まで延びる延出部をさらに有する請求項６記
載の液体検出装置。
【請求項８】
　前記第２電極の前記本体部は、前記圧電層の前記本体部よりも小さな寸法にて形成され
ている請求項６又は７に記載の液体検出装置。
【請求項９】
　前記第２電極は、前記第２電極の前記本体部から延出して前記圧電層の前記延出部上を
延びて前記凹部の底面に対応する領域の外部まで延びる延出部をさらに有する請求項７又
は８に記載の液体検出装置。
【請求項１０】
　前記圧電層の前記本体部及び前記第２電極の前記本体部は、共通の少なくとも１つの対
称軸を持つような略対称の形状を成している請求項６乃至９のいずれか一項に記載の液体
検出装置。
【請求項１１】
　前記凹部、前記圧電層の前記本体部、及び前記第２電極の前記本体部は、いずれも円形
であって互いに同心に配置されている請求項１０記載の液体検出装置。
【請求項１２】
　前記第２電極の前記延出部と前記圧電層との間に介在する絶縁層をさらに有する請求項
９乃至１１のいずれか一項に記載の液体検出装置。
【請求項１３】
　液体を収容する容器本体と、
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　請求項１乃至１２のいずれか一項に記載の液体検出装置と、を備え、
　前記液体検出装置の前記凹部が前記容器本体の液体収容空間に露出していることを特徴
とする液体容器。
【請求項１４】
　前記容器本体には液体噴射装置用の液体が収容されている請求項１３記載の液体容器。
【請求項１５】
　前記液体噴射装置はインクジェット式記録装置であり、前記容器本体にはインクが収容
されている請求項１４記載の液体容器。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
　本発明は、液体検出装置及びこの装置を備えた液体容器に係わり、特に、液体噴射装置
における液体残量の検出に適した液体検出装置及びこの装置を備えた液体容器に関する。
【背景技術】
　従来の液体噴射装置の代表例としては、画像記録用のインクジェット式記録ヘッドを備
えたインクジェット式記録装置がある。その他の液体噴射装置としては、例えば液晶ディ
スプレー等のカラーフィルタ製造に用いられる色材噴射ヘッドを備えた装置、有機ＥＬデ
ィスプレー、面発光ディスプレー（ＦＥＤ）等の電極形成に用いられる電極材（導電ペー
スト）噴射ヘッドを備えた装置、バイオチップ製造に用いられる生体有機物噴射ヘッドを
備えた装置、精密ピペットとしての試料噴射ヘッドを備えた装置等が挙げられる。
　液体噴射装置の代表例であるインクジェット式記録装置においては、圧力発生室を加圧
する圧力発生手段と、加圧されたインクをインク滴として射出するノズル開口と、を有す
るインクジェット記録ヘッドがキャリッジに搭載されている。
　インクジェット式記録装置では、インク容器内のインクが流路を介して記録ヘッドに供
給され続けることにより、印刷を継続可能に構成されている。インク容器は、例えばイン
クが消費された時点でユーザが簡単に交換できる、着脱可能なカートリッジとして構成さ
れている。
　従来、インクカートリッジのインク消費の管理方法としては、記録ヘッドでのインク滴
の射出数やメンテナンスにより吸引されたインク量をソフトウエアにより積算してインク
消費を計算により管理する方法や、インクカートリッジに液面検出用の電極を取付けるこ
とにより実際にインクが所定量消費された時点を管理する方法などがある。
　しかしながら、ソフトウェアによりインク滴の吐出数やインク量を積算してインク消費
を計算上管理する方法には、次のような問題がある。ヘッドの中には吐出インク滴に重量
バラツキを有するものがある。このインク滴の重量バラツキは画質には影響を与えないが
、バラツキによるインク消費量の誤差が累積した場合を考慮して、マージンを持たせた量
のインクをインクカートリッジに充填してある。従って、個体によってはマージン分だけ
インクが余るという問題が生ずる。
　一方、電極によりインクが消費された時点を管理する方法は、インクの実量を検出でき
るので、インク残量を高い信頼性で管理できる。しかしながら、インクの液面の検出をイ
ンクの導電性に頼ることになるので、検出可能なインクの種類が限定されてしまったり、
電極のシール構造が複雑化してしまうという欠点がある。また、電極の材料としては、通
常は導電性が良く耐腐食性も高い貴金属が使用されるので、インクカートリッジの製造コ
ストがかさむ。さらに、２本の電極を装着する必要があるため、製造工程が多くなり、結
果として製造コストがかさんでしまう。
　上記の課題を解決すべく開発された装置が、特開２００１－１４６０２４号に圧電装置
として開示されている。この圧電装置は、液体残量を正確に検出でき、かつ複雑なシール
構造を不要としたものであり、液体容器に装着して使用することができる。
　即ち、特開２００１－１４６０２４号に記載の圧電装置によれば、圧電装置の振動部に
対向する空間にインクが存在する場合とインクが存在しない（或いは少ない）場合とで、
駆動パルスにより強制的に振動させた後の圧電装置の振動部の残留振動（自由振動）に起
因して発生する残留振動信号の共振周波数が変化することを利用して、インクカートリッ
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ジ内のインク残量を監視することができる。
　図２４Ａ、図２４Ｂ及び図２４Ｃは、上述した従来の圧電装置を構成するアクチュエー
タを示している。このアクチュエータ１０６は、ほぼ中央に円形状の開口１６１を有する
基板１７８と、開口１６１を被覆するように基板１７８の一方の面（以下、「表面」とい
う。）に配置される振動板１７６と、振動板１７６の表面の側に配置される圧電層１６０
と、圧電層１６０を両方からはさみこむ上部電極１６４および下部電極１６６と、上部電
極１６４と電気的に結合する上部電極端子１６８と、下部電極１６６と電気的に結合する
下部電極端子１７０と、上部電極１６４および上部電極端子１６８の間に配設され両者を
電気的に結合する補助電極１７２と、を有する。
　圧電層１６０、上部電極１６４および下部電極１６６は、それぞれの本体部としての円
形部分を有する。そして、圧電層１６０、上部電極１６４および下部電極１６６のそれぞ
れの円形部分が、圧電素子を形成している。
　振動板１７６は、基板１７８の表面に、開口１６１を覆うように形成される。キャビテ
ィ１６２は、開口１６１と面する振動板１７６の部分と基板（キャビティ形成部材）１７
８の開口１６１とによって形成される。圧電素子とは反対側の基板１７８の面（以下、「
裏面」という。）は、インク容器内方に面している。これにより、キャビティ１６２は液
体（インク）と接触するように構成されている。なお、キャビティ１６２内に液体が入っ
ても基板１７８の表面側に液体が漏れないように、振動板１７６は基板１７８に対して液
密に取り付けられている。
　下部電極１６６は、振動板１７６の表面に位置している。下部電極１６６の本体部であ
る円形部分の中心と開口１６１の中心とは、一致するように取り付けられている。また、
下部電極１６６の表面側には、圧電層１６０が、その円形部分の中心と開口１６１の中心
とが一致するように配置形成されている。
　そして、この従来の技術におけるアクチュエータ（圧電装置）１０６においては、下部
電極１６６の円形部分の寸法（面積）が、開口１６１の寸法（面積）よりも小さくなるよ
うに設定されており、下部電極１６６の円形部分はその全体が開口１６１に対応する領域
の範囲内に配置されている。また、圧電層１６０の円形部分の面積は、開口１６１の面積
よりも小さく、かつ、下部電極１６６の円形部分の面積よりも大きくなるように設定され
ている。
　圧電層１６０の表面側には、上部電極１６４が、その本体部である円形部分の中心と開
口１６１の中心とが一致するように配置形成されている。上部電極１６４の円形部分の面
積は、開口１６１および圧電層１６０の円形部分の面積よりも小さく、かつ、下部電極１
６６の円形部分の面積よりも大きくなるよう設定されている。
　したがって、圧電層１６０の本体部は、上部電極１６４の本体部と下部電極１６６の本
体部とによって、それぞれ表面側と裏面側とから挟みこまれる構造となっている。圧電層
１６０、上部電極１６４および下部電極１６６のそれぞれの本体部である円形部分が、ア
クチュエータ１０６における圧電素子を形成する。この圧電素子は振動板１７６に接して
いる。
　このような構造のために、振動板１７６のうち実際に振動する振動領域は、開口１６１
によって決定される。また、圧電層１６０と電気的に接続する下部電極１６６の円形部分
および上部電極１６４の円形部分のうち、下部電極１６６の円形部分の方が小さいので、
下部電極１６６の円形部分が、圧電層１６０のうちで圧電効果を発生する部分を決定する
。
　上述したように、従来の技術におけるアクチュエータ１０６（圧電装置）においては、
上部電極１６４の円形の本体部、圧電層１６０の円形の本体部、下部電極１６６の円形の
本体部および円形の開口１６１のうちで、面積が最も大きいのは開口１６１であり、次に
大きいのが圧電層１６０の本体部であり、次が上部電極１６４の本体部であり、最も小さ
いのが下部電極１６６の本体部である。
　そして、上述した従来の技術におけるアクチュエータ１０６では、圧電素子に駆動パル
スを印加して振動部を強制的に振動させた後に生じる振動部の残留振動（自由振動）が、
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同じ圧電素子によって逆起電力として検出される。そして、インク容器内の液面がアクチ
ュエータ１０６の設置位置（厳密にはキャビティ１６２の位置）を通過する前後で振動部
の残留振動状態が変化すること利用して、インク容器内のインク残量を検出することがで
きる。
　ところが、上述した従来の液体検出装置（圧電装置）においては、以下に述べるような
問題があった。
　第１に、液体検出装置の振動部の残留振動によって圧電素子に生じる逆起電力の出力が
小さく、このために逆起電力の検出が困難であった。これは、圧電素子に駆動パルスを印
加して強制的に振動させた場合の振動部の変形形状（変形モード）と、強制変形後の自由
振動時における振動部の変形形状（変形モード）とが大きく相違することによるものと考
えられる。
　第２に、強制変形後の振動部の自由振動中に、検出対象として必要な振動周波数以外に
不要な高次の振動モードが励起されてしまうという問題があった。特に、製造バラツキに
より振動部内での下部電極の位置がずれると不要振動が増大し、場合によっては検出不能
となったり、正確な検出ができなくなる場合があった。
　また、図２４Ａ、図２４Ｂ及び図２４Ｃから分かるように従来の液体検出装置（圧電装
置）においては、硬いが脆弱な圧電膜１６０の一部が、上部電極端子１６８側に向けてキ
ャビティ１６２の周縁を横切るように延在している。このため、キャビティ１６２の周縁
に対応する位置において圧電膜１６０にクラックが発生するという問題があった。
【発明の開示】
　本発明は、上述した事情を考慮して成されたものであって、振動部の残留振動状態を容
易且つ確実に検出することができる液体検出装置及び同装置を備えた液体容器を提供する
ことを目的とする。
　また、本発明は、圧電層におけるクラックの発生を防止することができる液体検出装置
及び同装置を備えた液体容器を提供することを目的とする。
　上記課題を解決するために、本発明による液体検出装置は、互いに対向する第１面及び
第２面を有する基部であって、検出対象の媒体を受け入れるための凹部が、前記第１面側
に開口するようにして形成され、前記凹部の底面が振動可能に形成されている基部と、前
記基部の前記第２面側に形成された第１電極であって、前記凹部の底面よりも大きな寸法
にて形成されて前記凹部の底面に対応する領域の略全体を覆う本体部を有し、前記本体部
は、前記凹部の底面の周縁に対応する位置よりも内側に入り込むようにして形成された切
欠き部を含む、第１電極と、前記凹部の底面よりも小さな寸法にて形成された本体部を有
し、全体が前記凹部の底面に対応する領域の範囲内に収まっている圧電層であって、前記
圧電層の前記本体部は、前記第１電極の前記切欠き部に対応する部分を除く略全体が前記
第１電極に積層されている、圧電層と、前記基部の前記第２面側に形成され、前記凹部の
底面に対応する領域の外部から前記凹部の底面に対応する領域の内部まで延在し、一部が
前記第１電極の前記切欠き部の内部に位置して前記圧電層の一部を前記第２面側から支持
する補助電極と、前記圧電層に積層された本体部と、前記本体部から延出して前記凹部の
底面に対応する領域の内部において前記補助電極に接続された延出部と、を有する第２電
極と、を備えたことを特徴とする。
　また、好ましくは、前記圧電層は、前記凹部の底面に対応する領域の範囲内において前
記圧電層の前記本体部から突出した突出部を有し、前記突出部は前記補助電極によって支
持されている。
　また、好ましくは、前記第２電極の前記本体部は、前記圧電層の前記本体部よりも小さ
な寸法にて形成されている。
　また、好ましくは、前記圧電層の前記本体部及び前記第２電極の前記本体部は、共通の
少なくとも１つの対称軸を持つような略対称の形状を成している。
　また、好ましくは、前記圧電層の前記本体部及び前記第２電極の前記本体部は、いずれ
も円形であって互いに同心に配置されている。
　上記課題を解決するために、本発明による液体検出装置は、互いに対向する第１面及び
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第２面を有する基部であって、検出対象の媒体を受け入れるための凹部が、前記第１面側
に開口するようにして形成され、前記凹部の底面が振動可能に形成されている基部と、前
記凹部の底面よりも大きな寸法にて前記基部の前記第２面側に形成されて前記凹部の底面
に対応する領域の全体を覆う第１電極と、前記凹部の底面よりも小さな寸法にて形成され
て前記凹部の底面に対応する領域の内部にて前記第１電極に積層された本体部を有する圧
電層と、前記圧電層の前記本体部に積層された本体部を有する第２電極と、を備えたこと
を特徴とする。
　また、好ましくは、前記圧電層は、前記圧電層の前記本体部から延出して前記凹部の周
縁に対応する位置を越えて前記凹部の底面に対応する領域の外部まで延びる延出部をさら
に有する。
　また、好ましくは、前記第２電極の前記本体部は、前記圧電層の前記本体部よりも小さ
な寸法にて形成されている。
　また、好ましくは、前記第２電極は、前記第２電極の前記本体部から延出して前記圧電
層の前記延出部上を延びて前記凹部の底面に対応する領域の外部まで延びる延出部をさら
に有する。
　また、好ましくは、前記圧電層の前記本体部及び前記第２電極の前記本体部は、共通の
少なくとも１つの対称軸を持つような略対称の形状を成している。
　また、好ましくは、前記凹部、前記圧電層の前記本体部、及び前記第２電極の前記本体
部は、いずれも円形であって互いに同心に配置されている。
　また、好ましくは、前記第２電極の前記延出部と前記圧電層との間に介在する絶縁層を
さらに有する。
　上記課題を解決するために、本発明による液体検出装置は、互いに対向する第１面及び
第２面を有する基部であって、検出対象の媒体を受け入れるための凹部が、前記第１面側
に開口するようにして形成され、前記凹部の底面が振動可能に形成されている基部と、前
記凹部の底面よりも大きな寸法にて前記基部の前記第２面側に形成されて前記凹部の底面
に対応する領域の全体を覆う第１電極と、前記凹部の底面よりも大きな寸法にて形成され
て記凹部の底面に対応する領域の全体を覆うようにして前記第１電極に積層された本体部
を有する圧電層と、前記凹部の底面よりも小さな寸法にて形成されて前記凹部の底面に対
応する領域の内部において前記圧電層の前記本体部に積層された本体部を有する第２電極
と、を備えたことを特徴とする。
　また、好ましくは、前記圧電層の前記本体部は、前記第１電極の前記本体部よりも小さ
な寸法にて形成されている。
　また、好ましくは、前記圧電層は、前記圧電層の前記本体部から延出する延出部をさら
に有し、前記第２電極は、前記第２電極の前記本体部から延出して前記圧電層の前記本体
部及び前記延出部上を延びる延出部をさらに有する。
　また、好ましくは、前記圧電層の前記本体部及び前記第２電極の前記本体部は、共通の
少なくとも１つの対称軸を持つような略対称の形状を成している。
　また、好ましくは、前記凹部及び前記第２電極の前記本体部は、いずれも円形であって
互いに同心に配置されている。
　また、好ましくは、前記第２電極の前記延出部と前記圧電層との間に介在する絶縁層を
さらに有する。
　上記課題を解決するために、本発明による液体検出装置は、互いに対向する第１面及び
第２面を有する基部であって、検出対象の媒体を受け入れるための凹部が、前記第１面側
に開口するようにして形成され、前記凹部の底面が振動可能に形成されている基部と、前
記凹部の底面よりも小さな寸法にて前記基部の前記第２面側に形成されて前記凹部の底面
に対応する領域の内部に配置された本体部を有する第１電極と、前記第１電極の前記本体
部よりも小さな寸法にて形成されて前記第１電極の前記本体部に積層された本体部を有す
る圧電層と、前記圧電層の前記本体部よりも小さな寸法にて形成されて前記圧電層の前記
本体部に積層された本体部を有する第２電極と、を備えたことを特徴とする。
　また、好ましくは、前記第１電極は、前記第１電極の前記本体部から延出して前記凹部
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の底面に対応する領域の外部まで延在する延出部をさらに有し、前記圧電層は、前記圧電
層の前記本体部から延出して前記凹部の底面に対応する領域の外部まで延在する延出部を
さらに有し、前記第２電極は、前記第２電極の前記本体部から延出して前記圧電層の前記
本体部及び前記延出部上を延びる延出部をさらに有する。
　また、好ましくは、前記凹部及び前記第１電極の前記本体部は、いずれも円形であって
互いに同心に配置されており、前記第１電極の前記本体部の直径は前記凹部の直径の７５
％以上の大きさである。
　上記課題を解決するために、本発明による液体検出装置は、互いに対向する第１面及び
第２面を有する基部であって、検出対象の媒体を受け入れるための凹部が、前記第１面側
に開口するようにして形成され、前記凹部の底面が振動可能に形成されている基部と、前
記凹部の底面よりも大きな寸法にて前記基部の前記第２面側に形成されて前記凹部の底面
に対応する領域の全体を覆う第１電極と、前記凹部の底面よりも大きな寸法にて形成され
て記凹部の底面に対応する領域の全体を覆うようにして前記第１電極に積層された本体部
を有する圧電層と、外径が前記凹部の底面よりも小さな寸法にて形成されて前記凹部の底
面に対応する領域の内部において前記圧電層の前記本体部に積層された環状の本体部を有
する第２電極と、を備えたことを特徴とする。
　また、好ましくは、前記圧電層の前記本体部は、前記第１電極の前記本体部よりも小さ
な寸法にて形成されている。
　また、好ましくは、前記圧電層は、前記圧電層の前記本体部から延出する延出部をさら
に有し、前記第２電極は、前記第２電極の前記本体部から延出して前記圧電層の前記本体
部及び前記延出部上を延びる延出部をさらに有する。
　また、好ましくは、前記圧電層の前記本体部及び前記第２電極の前記本体部は、共通の
少なくとも１つの対称軸を持つような略対称の形状を成している。
　また、好ましくは、前記凹部は円形であり、前記第２電極の前記本体部は円環状であり
、前記凹部と前記第２電極の前記本体部とは互いに同心に配置されている。
　上記課題を解決するために、本発明による液体検出装置は、互いに対向する第１面及び
第２面を有する基部であって、検出対象の媒体を受け入れるための凹部が、前記第１面側
に開口するようにして形成され、前記凹部の底面が振動可能に形成されている基部と、前
記基部の前記第２面側に形成された第１電極であって、前記凹部の底面よりも小さな寸法
にて形成されて前記凹部の底面に対応する領域の内部に配置された本体部と、前記本体部
から延出して前記凹部の底面に対応する領域の外部まで延在する延出部と、を有する、第
１電極と、前記凹部の底面よりも小さな寸法にて形成されて前記第１電極に積層され、全
体が前記凹部の底面に対応する領域の内部に配置された圧電層と、前記基部の前記第２面
側に形成され、前記凹部の底面に対応する領域の外部から前記凹部の底面に対応する領域
の内部まで延在し、一部が前記圧電層の一部を前記第２面側から支持する補助電極と、前
記圧電層に積層された本体部と、前記本体部から延出して前記凹部の底面に対応する領域
の内部において前記補助電極に接続された延出部と、を有する第２電極と、を備えたこと
を特徴とする。
　また、好ましくは、前記第１電極の前記本体部の寸法は前記圧電層の寸法よりも小さく
、前記第２電極の前記本体部の寸法は前記第１電極の前記本体部の寸法よりも大きい。
　また、好ましくは、前記第２電極の前記本体部の寸法は前記圧電層の寸法よりも小さい
。
　また、好ましくは、前記第１電極の前記延出部及び前記第２電極の前記延出部は、前記
凹部の中心を通る第１の直線上において互いに反対の方向に延出しており、前記第１電極
は、前記凹部の中心を通り且つ前記第１の直線に直交する第２の直線上において前記第１
電極の前記本体部から互いに反対の方向に延出する一対の延出部をさらに有する。
　また、好ましくは、前記一対の延出部と前記第１電極の前記本体部とを分離する。
　また、好ましくは、前記第１電極の前記本体部、前記圧電層の前記本体部、及び前記第
２電極の前記本体部は、いずれも円形であって互いに同心に配置されている。
　上記課題を解決するために、本発明による液体容器は、液体を収容する容器本体と、上
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記いずれかの液体検出装置と、を備え、前記液体検出装置の前記凹部が前記容器本体の液
体収容空間に露出していることを特徴とする。
　また、好ましくは、前記容器本体には液体噴射装置用の液体が収容されている。
　また、好ましくは、前記液体噴射装置はインクジェット式記録装置であり、前記容器本
体にはインクが収容されている。
　上記構成より成る本発明による液体検出装置及び同装置を備えた液体容器によれば、液
体検出装置の振動部の残留振動状態の変化を容易且つ確実に検出することができる。
　また、本発明による液体検出装置及び同装置を備えた液体容器によれば、圧電層におけ
るクラックの発生を確実に防止することができる。
【図面の簡単な説明】
　図１は、本発明の一実施形態による液体検出装置を備えたインクカートリッジが使用さ
れるインクジェット式記録装置の概略構成を示した斜視図である。
　図２は、本発明の一実施形態による液体検出装置を示した平面図である。
　図３Ａ及び図３Ｂは、図２に示した液体検出装置の一部を拡大して示した縦断面図であ
り、図３Ａは図２のＡ－Ａ線に沿った断面を示し、図３Ｂは図２のＢ－Ｂ線に沿った断面
を示す。
　図４は、図２、図３Ａ及び図３Ｂに示した液体検出装置の周辺およびその等価回路を示
す図である。
　図５Ａは、図２、図３Ａ及び図３Ｂに示した液体検出装置によって検出される振動部の
共振周波数とインクカートリッジ内のインク残量との関係を示す。
　図５Ｂは、図２、図３Ａ及び図３Ｂに示した液体検出装置によって検出されるインクの
共振周波数とインク密度との関係を示す。
　図６Ａ及び図６Ｂは、図２、図３Ａ及び図３Ｂに示した液体検出装置における逆起電力
波形を示す図である。
　図７は、図２、図３Ａ及び図３Ｂに示した液体検出装置を組み込んだモジュール体を示
す斜視図である。
　図８は、図７に示したモジュール体の構成を示す分解図である。
　図９は、図７に示したモジュール体をインクカートリッジの容器本体に装着した断面の
例を示す図である。
　図１０は、本発明の一実施形態による液体検出装置を示した平面図である。
　図１１Ａ及び図１１Ｂは、図１０に示した液体検出装置の一部を拡大して示した縦断面
図であり、図１１Ａは図１０のＡ－Ａ線に沿った断面を示し、図１１Ｂは図１０のＢ－Ｂ
線に沿った断面を示す。
　図１２は、図１０、図１１Ａ及び図１１Ｂに示した液体検出装置の一変形例を示した断
面図である。
　図１３は、本発明の一実施形態による液体検出装置を示した平面図である。
　図１４Ａ及び図１４Ｂは、図１３に示した液体検出装置の一部を拡大して示した縦断面
図であり、図１４Ａは図１３のＡ－Ａ線に沿った断面を示し、図１４Ｂは図１３のＢ－Ｂ
線に沿った断面を示す。
　図１５は、図１３、図１４Ａ及び図１４Ｂに示した液体検出装置の一変形例を示した断
面図である。
　図１６は、本発明の一実施形態による液体検出装置を示した平面図である。
　図１７Ａ及び図１７Ｂは、図１６に示した液体検出装置の一部を拡大して示した縦断面
図であり、図１７Ａは図１６のＡ－Ａ線に沿った断面を示し、図１７Ｂは図１６のＢ－Ｂ
線に沿った断面を示す。
　図１８は、本発明の一実施形態による液体検出装置を示した平面図である。
　図１９Ａ及び図１９Ｂは、図１８に示した液体検出装置の一部を拡大して示した縦断面
図であり、図１９Ａは図１８のＡ－Ａ線に沿った断面を示し、図１９Ｂは図１８のＢ－Ｂ
線に沿った断面を示す。
　図２０は、本発明の一実施形態による液体検出装置を示した平面図である。
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　図２１Ａ及び図２１Ｂは、図２０に示した液体検出装置の一部を拡大して示した縦断面
図であり、図２１Ａは図２０のＡ－Ａ線に沿った断面を示し、図２１Ｂは図２０のＢ－Ｂ
線に沿った断面を示す。
　図２２は、図２０、図２１Ａ及び図２１Ｂに示した実施形態の一変形例としての液体検
出装置を示した平面図である。
　図２３Ａ及び図２３Ｂは、図２２に示した液体検出装置の一部を拡大して示した縦断面
図であり、図２３Ａは図２２のＡ－Ａ線に沿った断面を示し、図２３Ｂは図２２のＢ－Ｂ
線に沿った断面を示す。
　図２４Ａ、図２４Ｂ及び図２４Ｃは、従来の液体検出装置を示した図である。
【発明を実施するための最良の形態】
　以下、本発明の一実施形態による液体検出装置及びこの液体検出装置を備えたインクカ
ートリッジ（液体容器）ついて図面を参照して説明する。
　図１は、本実施形態によるインクカートリッジが使用されるインクジェット式記録装置
（液体噴射装置）の概略構成を示し、図１中符号１はキャリッジであり、このキャリッジ
１はキャリッジモータ２により駆動されるタイミングベルト３を介し、ガイド部材４に案
内されてプラテン５の軸方向に往復移動されるように構成されている。
　キャリッジ１の記録用紙６に対向する側にはインクジェット式記録ヘッド１２が搭載さ
れ、またその上部には記録ヘッド１２にインクを供給するインクカートリッジ７が着脱可
能に装着されている。
　この記録装置の非印字領域であるホームポジション（図中、右側）にはキャップ部材３
１が配置されており、このキャップ部材３１はキャリッジ１に搭載された記録ヘッドがホ
ームポジションに移動した時に、記録ヘッドのノズル形成面に押し当てられてノズル形成
面との間に密閉空間を形成するように構成されている。そして、キャップ部材３１の下方
には、キャップ部材３１により形成された密閉空間に負圧を与えてクリーニング等を実施
するためのポンプユニット１０が配置されている。
　そして、キャップ部材３１における印字領域側の近傍には、ゴムなどの弾性板を備えた
ワイピング手段１１が記録ヘッドの移動軌跡に対して例えば水平方向に進退できるように
配置されていて、キャリッジ１がキャップ部材３１側に往復移動するに際して、必要に応
じて記録ヘッドのノズル形成面を払拭することができるように構成されている。
　図２、図３Ａ及び図３Ｂは、本実施形態による液体検出装置６０を示した図であり、こ
の液体検出装置６０は、基板４１に振動板４２を積層して構成された基部４０を有し、こ
の基部４０は、互いに対向する第１面４０ａ及び第２面４０ｂを有する。基部４０には、
検出対象の媒体を受け入れるための円形のキャビティ（凹部）４３が、第１面４０ａ側に
開口するようにして形成されており、キャビティ４３の底面部４３ａが振動板４２にて振
動可能に形成されている。換言すれば、振動板４２全体のうちの実際に振動する部分は、
キャビティ４３によってその輪郭が規定されている。基部４０の第２面４０ｂ側の両端に
は下部電極端子４４及び上部電極端子４５が形成されている。
　基部４０の第２面４０ｂには下部電極（第１電極）４６が形成されており、この下部電
極４６は、略円形の本体部４６ａと、この本体部４６ａから下部電極端子４４の方向に延
出して下部電極端子４４に接続された延出部４６ｂとを有する。下部電極４６の略円形の
本体部４６ａの中心はキャビティ４３の中心と一致している。
　下部電極４６の略円形の本体部４６ａは、円形のキャビティ４３よりも大径に形成され
、キャビティ４３に対応する領域の略全体を覆っている。また、この下部電極４６の略円
形の本体部４６ａには、キャビティ４３の周縁４３ａに対応する位置よりも内側に入り込
むようにして形成された切欠き部４６ｃを含んでいる。
　下部電極４６の上には圧電層４７が積層されており、この圧電層４７は、キャビティ４
３よりも小径に形成された円形の本体部４７ａと、キャビティ４３に対応する領域の範囲
内において本体部４７ａから突出した突出部４７ｂとを有する。図２から分かるように、
圧電層４７はその全体がキャビティ４３に対応する領域の範囲内に収まっている。換言す
れば、圧電層４７は、キャビティ４３の周縁４３ａに対応する位置を横切って延在する部
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分をまったく有していない。
　圧電層４７の本体部４７ａの中心はキャビティ４３の中心と一致しており、圧電層４７
の本体部４７ａは、下部電極４６の切欠き部４６ｃに対応する部分を除いてその略全体が
下部電極４６に積層されている。
　基部４０の第２面４０ｂ側には補助電極４８が形成されている。この補助電極４８は、
キャビティ４３に対応する領域の外側から、キャビティ４３の周縁４３ａに対応する位置
を越えてキャビティ４３に対応する領域の内部まで延在する。補助電極４８の一部は、第
１電極４６の切欠き部４６ｃの内部に位置して圧電層４７の延出部４７ｂ及びその近傍を
基板４０の第２面４０ｂ側から支持している。この補助電極４８は、好ましくは、下部電
極４６と同じ材質で且つ同じ厚さを有している。このように補助電極４８によって圧電層
４７の延出部４７ｂ及びその近傍を基板４０の第２面４０ｂ側から支持することによって
、圧電層４７に段差が生じないようにして機械的強度の低下を防止することができる。
　圧電層４７には、上部電極（第２電極）４９の円形の本体部４９ａが積層されており、
この上部電極４９は、圧電層４７の本体部４７ａよりも小径に形成されている。また、上
部電極４９は、本体部４９ａから延出して補助電極４８に接続された延出部４９ｂを有し
ている。図３Ｂから分かるように、上部電極４９の延出部４９ｂと補助電極４８との接続
が始まる位置Ｐは、キャビティ４３に対応する領域の範囲内に位置している。
　図２から分かるように、上部電極４９は補助電極４８を介して上部電極端子４５に電気
的に接続されている。このように補助電極４８を介して上部電極４９を上部電極端子４５
に接続することによって、圧電層４７及び下部電極４６の合計の厚さから生じる段差を、
上部電極４９と補助電極４８との両方によって吸収することができる。このため、上部電
極４９に大きな段差が生じて機械的強度が低下することを防止することができる。
　上部電極４９の本体部４９ａは円形を成しており、その中心はキャビティ４３の中心と
一致している。上部電極４９の本体部４９ａは、圧電層４７の本体部４７ａ及びキャビテ
ィ４３のいずれよりも小径に形成されている。
　このように、圧電層４７の本体部４７ａは、上部電極４９の本体部４９ａと下部電極４
６の本体部４６ａとによって挟みこまれる構造となっている。これにより、圧電層４７は
効果的に変形駆動され得る。
　なお、圧電層４７と電気的に接続された下部電極４６の本体部４６ａおよび上部電極４
９の本体部４９ａのうち、上部電極４９の本体部４９ａの方が小径に形成されている。従
って、上部電極４９の本体部４９ａが、圧電層４７のうちで圧電効果を発生する部分の範
囲を決定することになる。
　なお、液体検出装置６０に含まれる部材は、互いに焼成されることによって一体的に形
成されていることが好ましい。このように液体検出装置６０を一体的に形成することによ
って、液体検出装置６０の取り扱いが容易になる。
　圧電層４７の材料としては、ジルコン酸チタン酸鉛（ＰＺＴ）、ジルコン酸チタン酸鉛
ランタン（ＰＬＺＴ）、または、鉛を使用しない鉛レス圧電膜、を用いることが好ましい
。基板４１の材料としては、ジルコニアまたはアルミナを用いることが好ましい。また、
振動板４２には、基板４１と同じ材料を用いることが好ましい。上部電極４９、下部電極
４６、上部電極端子４５および下部電極端子４４は、導電性を有する材料、例えば、金、
銀、銅、プラチナ、アルミニウム、ニッケルなどの金属を用いることができる。
　圧電層４７の本体部４７ａ、上部電極４９の本体部４９ａ、及び下部電極４６の本体部
４６ａは、それらの中心がキャビティ４３の中心と一致している。また、振動板４２の振
動可能な部分を決定する円形状のキャビティ４３の中心は、液体検出装置６０の全体の中
心に位置している。
　キャビティ４３によって規定される振動板４２の振動可能な部分、下部電極４６の本体
部４６ａのうちのキャビティ４３に対応する部分、圧電層４７の本体部４７ａ及び突出部
４７ｂ、並びに上部電極４９の本体部４９ａ及び延出部４９ｂのキャビティ４３に対応す
る部分は、液体検出装置６０の振動部６１を構成する。そして、この液体検出装置６０の
振動部６１の中心は、液体検出装置６０の中心と一致する。
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　更に、圧電層４７の本体部４７ａ、上部電極４９の本体部４９ａ、下部電極４６の本体
部４６ａ、及び振動板４２の振動可能な部分（即ちキャビティ４３の底面部４３ａに対応
する部分）が円形形状を有しており、しかも、圧電層４７の全体、即ち圧電層４７の本体
部４７ａ及び延出部４７ｂがキャビティ４３に対応する領域の内部に配置されているので
、液体検出装置６０の振動部６１は液体検出装置６０の中心に対して略対称な形状である
。
　このように本実施形態においては、キャビティ４３に対応する領域の略全体を下部電極
４６の本体部４６ａで覆うようにしたので、強制振動時の変形モードと自由振動時の変形
モードとの相違が従来に比べて小さくなる。また、液体検出装置６０の振動部６１が液体
検出装置６０の中心に対して対称な形状であるので、この振動部６１の剛性はその中心か
ら見てほぼ等方的となる。
　このため、構造の非対称性から生じ得る不要な振動の発生が抑制される共に、強制振動
時と自由振動時との間の変形モードの相違による逆起電力の出力低下が防止される。これ
により、液体検出装置６０の振動部６１における残留振動の共振周波数の検出精度が向上
すると共に、振動部６１の残留振動の検出が容易になる。
　また、キャビティ４３に対応する領域の略全体をキャビティ４３よりも大径の下部電極
４６の本体部４６ａで覆うようにしたので、製造時における下部電極４６の位置ズレに起
因する不要振動の発生が防止され、検出精度の低下を防止することができる。
　また、硬いが脆弱な圧電層４７の全体がキャビティ４３に対応する領域の内部に配置さ
れており、キャビティ４３の周縁４３ａに対応する位置には圧電層４７が存在しない。こ
のため、従来の液体検出装置においてキャビティの周縁に対応する位置で発生していた圧
電膜のクラックの問題がない。
　また、振動部６１と液体とが接触する範囲が、キャビティ４３が存在する範囲に限られ
ているので、液体の検出をピンポイントで行うことが可能であり、これにより、インクカ
ートリッジ７内のインクレベルを高精度にて検出することができる。
　図４は、本実施形態において用いられる液体検出装置６０およびその等価回路を示す。
この液体検出装置６０は、残留振動による共振周波数を検出することで音響インピーダン
スの変化を検知して、インクカートリッジ内の液体の消費状態を検出するものである。
　図４（Ａ）および図４（Ｂ）は、液体検出装置６０の等価回路を示す。また、図４（Ｃ
）および図４（Ｄ）は、それぞれインクカートリッジ７内にインクが満たされているとき
の液体検出装置６０を含む周辺およびその等価回路を示し、図４（Ｅ）および図４（Ｆ）
は、それぞれインクカートリッジ７内にインクが無いときの液体検出装置６０を含む周辺
およびその等価回路を示す。
　図２乃至図４に示される液体検出装置６０は、インクカートリッジ７の容器本体の所定
の場所に、キャビティ４３が容器本体内に収容される液体（インク）と接触するように装
着される。つまり、液体検出装置６０の振動部６１の少なくとも一部が容器本体の収容空
間に露出している。容器本体に液体が十分に収容されている場合には、キャビティ４３内
およびその外側は液体によって満たされている。
　一方、インクカートリッジ７の容器本体内の液体（インク）が消費され、液体検出装置
６０の装着位置（厳密にはキャビティ４３の位置）よりも下方まで液面が降下すると、キ
ャビティ４３内に液体が存在しない状態となるか、あるいは、キャビティ４３内にのみ液
体が残存されその外側には気体が存在する状態となる。
　液体検出装置６０は、この状態の変化に起因する音響インピーダンスの相違を検出する
。それによって、液体検出装置６０は、容器本体に液体が十分に収容されている状態であ
るか、あるいは、ある一定以上の液体が消費された状態であるか、を検知することができ
る。
　次に、本実施形態による液体検出装置６０における液面検出の原理について説明する。
　液体検出装置６０は、液体の音響インピーダンスの変化を共振周波数の変化を用いて検
出することができる。共振周波数は、液体検出装置６０の振動部６１が振動した後に振動
部６１に残留する残留振動によって生ずる逆起電力を測定することによって検出すること
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ができる。すなわち、液体検出装置６０の圧電層４７に駆動パルスを印加して振動部６１
を強制的に振動させた後に振動部６１を自由振動させると、液体検出装置６０の振動部６
１における残留振動（自由振動）により圧電層４７が逆起電力を発生する。この逆起電力
の大きさは、液体検出装置６０の振動部６１の振幅によって変化する。従って、液体検出
装置６０の振動部６１の残留振動（自由振動）の振幅が大きいほど、逆起電力の出力の検
出が容易である。
　また、液体検出装置６０の振動部６１における残留振動の周波数によって、逆起電力の
大きさが変化する周期が変わる。すなわち、液体検出装置６０の振動部６１の周波数は、
逆起電力の周波数に対応する。ここで、共振周波数は、液体検出装置６０の振動部６１と
、この振動部６１に接する媒体との共振状態における周波数をいう。
　インクカートリッジ７の容器本体内に液体（インク）が充分に収容されている場合には
、液体検出装置６０のキャビティ４３内には液体が満たされ、振動部６１はキャビティ４
３の底面部４３ａにて容器本体内の液体と接触している。一方で、容器本体内に液体が充
分にない場合には、液体検出装置６０の振動部６１は、キャビティ４３内に残った液体と
接するか、あるいは、液体と接触せず、気体または真空と接触する。
　ここで、図２乃至図４を参照しながら、逆起電力の測定により得られる媒体と液体検出
装置６０の振動部６１との共振周波数から、インクカートリッジ７の容器本体内の液体の
状態を検出する動作および原理について説明する。
　液体検出装置６０において、上部電極端子４５および下部電極端子４４を介して、それ
ぞれ上部電極４９および下部電極４６に電圧を印加する。すると、圧電層４７のうち、上
部電極４９および下部電極４６に挟まれた部分に電界が生じる。この電界によって、圧電
層４７は変形する。圧電層４７が変形することによって、振動板４２のうちの振動領域（
キャビティ４３の底面部４３ａに対応する領域）が、たわみ振動する。圧電層４７を強制
的に変形させた後、しばらくは、たわみ振動が液体検出装置６０の振動部６１に残留する
。
　この残留振動は、液体検出装置６０の振動部６１と媒体との自由振動である。従って、
圧電層４７に印加する電圧をパルス波形あるいは矩形波とすることで、電圧を印加した後
の振動部６１と媒体との共振状態を容易に得ることができる。残留振動は、液体検出装置
６０の振動部６１の振動であり、圧電層４７の変形を伴う。このため、残留振動に伴って
圧電層４７は逆起電力を発生する。この逆起電力は、上部電極４９、下部電極４６、上部
電極端子４５および下部電極端子４４を介して検出される。この検出された逆起電力によ
って共振周波数が特定できるので、この共振周波数に基づいてインクカートリッジ７の容
器本体内の液体（インク）の有無を検出することができる。
　一般に、共振周波数ｆｓは、

で表される。ここで、Ｍは振動部６１のイナータンスＭａｃｔと付加イナータンスＭ’と
の和である。Ｃａｃｔは振動部６１のコンプライアンスである。
　図４（Ａ）および図４（Ｂ）は、キャビティ４３にインクが残存していないときの液体
検出装置６０の振動部６１およびキャビティ４３の等価回路である。
　Ｍａｃｔは、振動部６１の厚さと振動部６１の密度との積を振動部６１の面積で除した
ものであり、詳細には、図４（Ａ）に示すように、

と表される。
　ここで、Ｍｐｚｔは、振動部６１における圧電層４７の厚さと圧電層４７の密度との積
を圧電層４７の面積で除したものである。Ｍｅｌｅｃｔｒｏｄｅ１は、振動部６１におけ
る上部電極４９の厚さと上部電極４９の密度との積を上部電極４９の面積で除したもので
ある。Ｍｅｌｅｃｔｒｏｄｅ２は、振動部６１における下部電極４６の厚さと下部電極４
６の密度との積を下部電極４６の面積で除したものである。Ｍｖｉｂは、振動部６１にお
ける振動板４２の厚さと振動板４２の密度との積を振動板４２の振動領域の面積で除した
ものである。
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　ただし、Ｍａｃｔを振動部６１の全体としての厚さ、密度および面積から算出すること
ができるように、圧電層４７、上部電極４９、下部電極４６および振動板４２の振動領域
のそれぞれの面積は、上述のような大小関係を有するものの、相互の面積の差は微小であ
ることが好ましい。
　また、本実施形態において、圧電層４７、上部電極４９および下部電極４６においては
、それらの主要部である円形の本体部４７ａ、４９ａ、４６ａ以外の部分は、本体部に対
して無視できるほど微小であることが好ましい。従って、液体検出装置６０において、Ｍ
ａｃｔは、上部電極４９、下部電極４６、圧電層４７および振動板４２のうちの振動領域
のそれぞれのイナータンスの和である。また、コンプライアンスＣａｃｔは、上部電極４
９、下部電極４６、圧電層４７および振動板４２のうちの振動領域によって形成される部
分のコンプライアンスである。
　尚、図４（Ａ）、（Ｂ）、（Ｄ）、（Ｆ）は、液体検出装置６０の振動部６１およびキ
ャビティ４３の等価回路を示すが、これらの等価回路において、Ｃａｃｔは液体検出装置
６０の振動部６１のコンプライアンスを示す。Ｃｐｚｔ、Ｃｅｌｅｃｔｒｏｄｅ１、Ｃｅ
ｌｅｃｔｒｏｄｅ２およびＣｖｉｂは、それぞれ、振動部６１における圧電層４７、上部
電極４９、下部電極４６および振動板４２のコンプライアンスを示す。Ｃａｃｔは、以下
の式３で表される。

　式２および式３より、図４（Ａ）は、図４（Ｂ）のように表すこともできる。
　コンプライアンスＣａｃｔは、単位面積に圧力をかけたときの変形によって受容できる
媒体の体積を表す。すなわち、コンプライアンスＣａｃｔは、変形のし易さを表す。
　図４（Ｃ）は、インクカートリッジ７の容器本体に液体が十分に収容され、液体検出装
置６０の振動部６１の周辺に液体が満たされている場合の液体検出装置６０の断面図を示
す。図４（Ｃ）のＭ’ｍａｘは、インクカートリッジ７の容器本体に液体が十分に収容さ
れ、液体検出装置６０の振動部６１の周辺に液体が満たされている場合の付加イナータン
ス（付加質量（振動領域の振動に影響を及ぼす質量）を面積の２乗で除したもの）の最大
値を表す。Ｍ’ｍａｘは、

（ａは振動部の半径、ρは媒体の密度、ｋは波数である。）
で表される。
　尚、式４は、液体検出装置６０の振動部６１が半径ａの円形である場合に成立する。付
加イナータンスＭ’は、振動部６１の付近にある媒体によって、振動部６１の質量が見か
け上増加していることを示す量である。式４からわかるように、Ｍ’ｍａｘは、振動部６
１の半径ａと媒体の密度ρとによって、大きく変化する。
　波数ｋは、

（ｆａｃｔは、振動部６１の共振周波数である。ｃは、媒体中を伝播する音響の速度であ
る。）
で表される。
　図４（Ｄ）は、インクカートリッジ７の容器本体に液体が十分に収容され、液体検出装
置６０の振動部６１の周辺に液体が満たされている図４（Ｃ）の場合の液体検出装置６０
の振動部６１およびキャビティ４３の等価回路を示す。
　図４（Ｅ）は、インクカートリッジ７の容器本体の液体が消費され、液体検出装置６０
の振動部６１の周辺に液体が無いものの、液体検出装置６０のキャビティ４３内には液体
が残存している場合の液体検出装置６０の断面図を示す。
　式４は、インクカートリッジ７の容器本体に液体が満たされている場合に、インクの密
度ρなどから決定される最大のイナータンスＭ’ｍａｘを表す式である。一方、容器本体
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内の液体が消費され、キャビティ４３内に液体が残留しつつ液体検出装置６０の振動部６
１の周辺にある液体が気体または真空に置換された場合等の付加イナータンスＭ’は、一
般的に、

と表せる（より詳しくは、後述の式８参照）。ここで、ｔは振動にかかわる媒体の厚さで
ある。Ｓは、液体検出装置６０の振動部６１の面積である。振動部６１が半径ａの円形の
場合は、Ｓ＝π＊ａ２である。
　従って、付加イナータンスＭ’は、容器本体に液体が十分に収容され、液体検出装置６
０の振動部６１の周辺に液体が満たされている場合には、式４に従う。一方で、液体が消
費され、キャビティ４３内に液体が残留しつつ液体検出装置６０の振動部６１の周辺にあ
る液体が気体または真空に置換された場合には、式６に従う。
　ここで、図４（Ｅ）のように、インクカートリッジ７の容器本体の液体が消費され、液
体検出装置６０の振動部６１の周辺に液体が無いものの、液体検出装置６０のキャビティ
４３内には液体が残存している場合の付加イナータンスＭ’を、便宜的にＭ’ｃａｖとし
、液体検出装置６０の振動部６１の周辺に液体が満たされている場合の付加イナータンス
Ｍ’ｍａｘと区別する。
　図４（Ｆ）は、インクカートリッジ７の容器本体の液体が消費され、液体検出装置６０
の振動部６１の周辺に液体が無いものの、液体検出装置６０のキャビティ４３内には液体
が残存している図４（Ｅ）の場合の液体検出装置６０の振動部６１およびキャビティ４３
の等価回路を示す。
　ここで、媒体の状態に関係するパラメータは、式６において、媒体の密度ρおよび媒体
の厚さｔである。容器本体内に液体が充分に収容されている場合は、液体検出装置６０の
振動部６１に液体が接触する。一方、容器本体内に液体が充分に収容されていない場合は
、キャビティ４３内部に液体が残存するか、もしくは、液体検出装置６０の振動部６１に
気体または真空が接触する。液体検出装置６０の周辺の液体が消費され、図４（Ｃ）のＭ
’ｍａｘから図４（Ｅ）のＭ’ｃａｖへ移行する過程における付加イナータンスＭ’ｖａ
ｒは、容器本体内の液体の収容状態によって媒体の密度ρや媒体の厚さｔが変化すること
に伴って変化する。これにより、共振周波数ｆｓも変化する。従って、共振周波数ｆｓを
特定することによって、容器本体内の液体の量を検出することができる。
　ここで、図４（Ｅ）に示すようにｔ＝ｄとした場合、式６を用いてＭ’ｃａｖを表すと
、式６のｔにキャビティの深さｄを代入し、

となる。
　また、媒体が互いに種類の異なる液体であれば、組成の違いによって密度ρが異なるた
め、付加イナータンスＭ´及び共振周波数ｆｓが異なる。従って、共振周波数ｆｓを特定
することで、液体の種類を検出できる。
　図５Ａは、インクカートリッジ７の容器本体内のインクの量とインクおよび振動部の共
振周波数ｆｓとの関係を示すグラフである。縦軸は共振周波数ｆｓを示し、横軸はインク
量を示す。
　インクカートリッジ７の容器本体にインクが十分に収容され、液体検出装置６０の振動
部６１の周辺にインクが満たされている場合には、その最大付加イナータンスＭ’ｍａｘ
は、式４に表わされる値となる。一方で、インクが消費され、キャビティ４３内にインク
が残留しつつ液体検出装置６０の振動部６１の周辺にインクが満たされていないときには
、付加イナータンスＭ’ｖａｒは、媒体の厚さｔに基づいて式６によって算出される。式
６中のｔは、振動にかかわる媒体の厚さであるから、インクが残留する液体検出装置６０
のキャビティ４３の深さｄを小さく、即ち、基板４１の厚さを十分に薄くすることによっ
て、インクが徐々に消費されていく過程を検出することもできる（図４（Ｃ）参照）。こ
こで、ｔ　ｉｎｋは振動にかかわるインクの厚さとし、ｔ　ｉｎｋ－ｍａｘはＭ’ｍａｘ
におけるｔ　ｉｎｋとする。
　例えば、液体検出装置６０は、インクカートリッジの底面にインクの液面に対してほぼ
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水平に配置される。この場合、インクが消費され、インクの液面が液体検出装置６０から
ｔ　ｉｎｋ－ｍａｘの高さ以下になると、式６によりＭ’ｖａｒが徐々に変化し、式１に
より共振周波数ｆｓが徐々に変化する。従って、インクの液面がｔの範囲内にある限り、
液体検出装置６０はインクの消費状態を徐々に検出することができる。
　あるいは、液体検出装置６０は、インクカートリッジの側壁にインクの液面に対してほ
ぼ垂直に配備され得る。この場合、インクが消費され、インクの液面が液体検出装置６０
の振動部６１に達すると、液位の低下に伴い付加イナータンスＭ’が減少する。これによ
り、式１により共振周波数ｆｓが徐々に増加する。従って、インクの液面がキャビティ４
３の直径２ａ（図４（Ｃ）参照）の範囲内にある限り、液体検出装置６０はインクの消費
状態を徐々に検出することができる。
　図５Ａの曲線Ｘは、底面に配置された液体検出装置６０のキャビティ４３を十分に浅く
した場合や、側壁に配置された液体検出装置６０の振動部６１を十分に大きくまたは長く
した場合の、容器本体内に収容されたインクの量とインクおよび振動部６１の共振周波数
ｆｓとの関係を表わしている。容器本体内のインクの量が減少するとともに、インクおよ
び振動部６１の共振周波数ｆｓが徐々に変化していく様子が理解できる。
　より詳細には、インクが徐々に消費されていく過程を検出することができる場合とは、
液体検出装置６０の振動部６１の周辺において、互いに密度が異なる液体と気体とがとも
に存在しかつ振動にかかわる場合である。インクが徐々に消費されていくに従って、液体
検出装置６０の振動部６１の周辺において振動にかかわる媒体は、液体が減少する一方で
気体が増加する。
　例えば、液体検出装置６０をインクの液面に対して水平に配備した場合であって、ｔ　
ｉｎｋがｔ　ｉｎｋ－ｍａｘより小さいときには、液体検出装置６０の振動にかかわる媒
体はインクと気体との両方を含む。したがって、液体検出装置６０の振動部６１の面積Ｓ
を用いて、式４のＭ’ｍａｘ以下になった状態をインクと気体の付加質量で表すと、

となる。ここで、Ｍ’ａｉｒは空気のイナータンスであり、Ｍ’ｉｎｋはインクのイナー
タンスである。ρ　ａｉｒは空気の密度であり、ρ　ｉｎｋはインクの密度である。ｔ　
ａｉｒは振動にかかわる空気の厚さであり、ｔ　ｉｎｋは振動にかかわるインクの厚さで
ある。
　液体検出装置６０の振動部６１の周辺における振動にかかわる媒体のうち、液体が減少
して気体が増加するに従い、液体検出装置６０がインクの液面に対しほぼ水平に配備され
ている場合には、ｔ　ａｉｒが増加し、ｔ　ｉｎｋが減少する。それによって、Ｍ’ｖａ
ｒが徐々に減少し、共振周波数が徐々に増加する。よって、容器本体内に残存しているイ
ンクの量またはインクの消費量を検出することができる。尚、式７において液体の密度の
みの式となっているのは、液体の密度に対して、空気の密度が無視できるほど小さい場合
を想定しているからである。
　液体検出装置６０がインクの液面に対しほぼ垂直に配備されている場合には、液体検出
装置６０の振動部６１のうち、液体検出装置６０の振動にかかわる媒体がインクのみの領
域と、液体検出装置６０の振動にかかわる媒体が気体のみの領域との並列の等価回路（図
示せず）と考えられる。液体検出装置６０の振動にかかわる媒体がインクのみの領域の面
積をＳ　ｉｎｋとし、液体検出装置６０の振動にかかわる媒体が気体のみの領域の面積を
Ｓ　ａｉｒとすると、

となる。
　尚、式９は、液体検出装置６０のキャビティ４３にインクが保持されない場合に適用さ
れる。液体検出装置６０のキャビティ４３にインクが保持される場合の付加イナータンス
については、式９によるＭ’と式７のＭ’ｃａｖとの和によって計算することができる。
　液体検出装置６０の振動部６１の振動は、ｔ　ｉｎｋ－ｍａｘの深さからインクの残留
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する深さｄまで変化するので、インクの残留する深さがｔ　ｉｎｋ－ｍａｘよりわずかに
小さい程度で液体検出装置６０が底面に配置されている場合には、インクが徐々に減少す
る過程を検出することは出来ない。この場合、ｔ　ｉｎｋ－ｍａｘから残留する深さｄま
でのわずかなインク量変化における液体検出装置の振動変化から、インク量が変化したこ
とを検出する。また、側面に配置され、キャビティ４３の径が小さい場合は、キャビティ
４３を通過する間の液体検出装置６０の振動変化は微量なので、通過過程のインク量を検
出することは難しく、インク液面がキャビティ４３より上か下かを検出する。
　例えば、図５Ａの曲線Ｙは、振動部６１が小さい円形の振動領域を形成している場合に
おける容器本体内のインクの量とインクおよび振動部６１の共振周波数ｆｓとの関係を示
す。容器本体内のインクの液面が液体検出装置６０の装着位置を通過する前後におけるイ
ンク量の差Ｑの間で、インクおよび振動部６１の共振周波数ｆｓが激しく変化している様
子が示される。このことから、容器本体内にインクが所定量残存しているか否かを２値的
に検出することができるので、高精度の検出が可能となる。
　このように液体検出装置６０を用いて液体の有無を検出する方法は、振動部６１がイン
クと直接接触することでインクの有無を検出するので、インクの消費量をソフトウェアに
よって計算する方法に比べ、検出精度が高い。更に、電極を用いて導電性によりインクの
有無を検出する方法は、容器本体への電極の取付位置及びインクの種類によって影響され
得るが、液体検出装置６０を用いて液体の有無を検出する方法は、容器本体への液体検出
装置６０の取付位置及びインクの種類によって影響され難い。
　更に、単一の液体検出装置６０を用いて発振と液体検出との双方を実施することができ
るので、発振と液体検出とを異なったセンサを用いて実施する方法と比較して、容器本体
に取付けるセンサの数を減少することができる。したがって、液量検出機能を持つインク
カートリッジ７を安価に製造できる。なお、圧電層４７の振動周波数を非可聴領域に設定
することで、液体検出装置６０の動作中に発生する音を静かにすることが好ましい。
　図５Ｂは、インクの密度とインクおよび振動部６１の共振周波数ｆｓとの関係の一例を
示す。ここで、「インク満」と「インク空」（或いは「インク無し」）とは相対的な２つ
の状態を意味し、いわゆるインクフル状態とインクエンド状態とを意味するものではない
。図５Ｂに示すように、インク密度が高い場合、付加イナータンスが大きくなるので共振
周波数ｆｓが低下する。すなわち、インクの種類によって共振周波数ｆｓが異なる。した
がって、共振周波数ｆｓを測定することによって、インクを再充填する際に、密度の異な
ったインクが混入されていないか確認することができる。つまり、互いに種類の異なるイ
ンクを収容するインクカートリッジ７を識別できる。
　続いて、インクカートリッジ７の容器本体内の液体が空の状態であっても液体検出装置
６０のキャビティ４３内に液体が残存するようにキャビティ４３のサイズと形状を設定し
た時において、液体の状態を正確に検出できる条件を詳述する。液体検出装置６０は、キ
ャビティ４３内に液体が満たされている場合に液体の状態を検出できれば、キャビティ４
３内に液体が満たされていない場合であっても液体の状態を検出できる。
　共振周波数ｆｓは、イナータンスＭの関数である。イナータンスＭは、振動部６１のイ
ナータンスＭａｃｔと付加イナータンスＭ’との和である。ここで、付加イナータンスＭ
’が液体の状態と関係する。付加イナータンスＭ’は、振動部６１の付近にある媒体によ
って振動部６１の質量が見かけ上増加していることを示す量である。即ち、振動部６１の
振動によって見かけ上媒体を吸収する（振動に関わるイナータンスが増加する）ことによ
る振動部６１の質量の増加分をいう。
　従って、Ｍ’ｃａｖが式４におけるＭ’ｍａｘよりも大きい場合には、見かけ上吸収す
る媒体は全てキャビティ４３内に残存する液体である。よって、容器本体内に液体が満た
されている状態と同じである。この場合、振動に関わる媒体はＭ’ｍａｘよりも小さくな
らないので、インクが消費されても変化を検出することが出来ない。
　一方、Ｍ’ｃａｖが式４におけるＭ’ｍａｘよりも小さい場合には、見かけ上吸収する
媒体はキャビティ４３内に残存する液体および容器本体内の気体または真空である。この
ときには容器本体内に液体が満たされている状態とは異なりＭ’が変化するので、共振周
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波数ｆｓが変化する。従って、液体検出装置６０は、容器本体内の液体の状態を検出でき
る。
　即ち、インクカートリッジ７の容器本体内の液体が空の状態で、液体検出装置６０のキ
ャビティ４３内に液体が残存する場合に、液体検出装置６０が液体の状態を正確に検出で
きる条件は、Ｍ’ｃａｖがＭ’ｍａｘよりも小さいことである。尚、液体検出装置６０が
液体の状態を正確に検出できる条件Ｍ’ｍａｘ＞Ｍ’ｃａｖは、キャビティ４３の形状に
かかわらない。
　ここで、Ｍ’ｃａｖは、キャビティ４３の容量とほぼ等しい容量の液体の質量イナータ
ンスである。従って、Ｍ’ｍａｘ＞Ｍ’ｃａｖの不等式から、液体検出装置６０が液体の
状態を正確に検出できる条件は、キャビティ４３の容量の条件として表すことができる。
例えば、円形状のキャビティ４３の半径をａとし、およびキャビティ４３の深さをｄとす
ると、

である。式１０を展開すると

という条件が求められる。従って、式１１を満たす開口１６１の半径ａおよびキャビティ
４３の深さｄであるキャビティ４３を有する液体検出装置６０であれば、容器本体内の液
体が空の状態であって、かつ、キャビティ４３内に液体が残存する場合であっても、誤作
動することなく液体の状態を検出できる。
　尚、式１０、式１１は、キャビティ４３の形状が円形の場合に限り成立する。キャビテ
ィ４３の形状が円形でない場合、対応するＭ’ｍａｘの式を用い、式１０中のπａ２をそ
の面積と置き換えて計算すれば、キャビティ４３の幅および長さ等のディメンジョンと深
さの関係が導き出せる。
　なお、付加イナータンスＭ’は音響インピーダンス特性にも影響するので、残留振動に
より液体検出装置６０に発生する逆起電力を測定する方法は、少なくとも音響インピーダ
ンスの変化を検出しているともいえる。
　図６Ａおよび図６Ｂは、液体検出装置６０に駆動信号を供給して振動部６１を強制的に
振動させた後の、液体検出装置６０の残留振動（自由振動）の波形と残留振動の測定方法
とを示す。インクカートリッジ７内の液体検出装置６０の装着位置レベルにおける液面の
上下は、液体検出装置６０の圧電素子が発振した後の残留振動の周波数変化や、振幅の変
化によって検出することができる。図６Ａおよび図６Ｂにおいて、縦軸は液体検出装置６
０の残留振動によって発生した逆起電力の電圧を示し、横軸は時間を示す。液体検出装置
６０の残留振動によって、図６Ａおよび図６Ｂに示すように電圧のアナログ信号の波形が
発生する。次に、アナログ信号を、信号の周波数に対応するデジタル数値に変換（二値化
）する。図６Ａおよび図６Ｂに示した例においては、アナログ信号の４パルス目から８パ
ルス目までの４個のパルスが生じる時間を計測している。
　より詳細には、液体検出装置６０が発振した後、予め設定された所定の基準電圧を低電
圧側から高電圧側へ横切る回数をカウントする。そして、４カウントから８カウントまで
の間をＨｉｇｈとしたデジタル信号を生成し、所定のクロックパルスによって４カウント
から８カウントまでの時間を計測する。
　図６Ａは、液体検出装置６０の装着位置レベルよりも上位に液面があるときの波形であ
る。一方、図６Ｂは液体検出装置６０の装着位置レベルよりも下位に液面があるときの波
形である。図６Ａと図６Ｂとを比較すると、図６Ａの方が図６Ｂよりも４カウントから８
カウントまでの時間が長いことがわかる。換言すると、液体検出装置６０の装着位置レベ
ルにおけるインクの有無によって４カウントから８カウントまでの所要時間が異なる。こ
の所要時間の相違を利用して、インクの消費状態を検出することができる。
　アナログ波形の４カウント目から数えるのは、液体検出装置６０の残留振動（自由振動
）が安定してから計測をはじめるためである。４カウント目からとしたのは単なる一例で
あって、任意のカウントから数えてもよい。ここでは、４カウント目から８カウント目ま
での信号を検出し、所定のクロックパルスによって４カウント目から８カウント目までの
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時間を測定している。この時間に基いて、共振周波数を求めることができる。クロックパ
ルスは、８カウント目までの時間を測定する必要は無く、任意のカウントまで数えてもよ
い。図６Ａ及び図６Ｂにおいては、４カウント目から８カウント目までの時間を測定して
いるが、周波数を検出する回路構成にしたがって、異なったカウント間隔内の時間を検出
してもよい。
　例えば、インクの品質が安定していてピークの振幅の変動が小さい場合には、検出の速
度を上げるために４カウント目から６カウント目までの時間を検出することにより共振周
波数を求めてもよい。また、インクの品質が不安定でパルスの振幅の変動が大きい場合に
は、残留振動を正確に検出するために４カウント目から１２カウント目までの時間を検出
してもよい。
　図７は、液体検出装置６０を取付モジュール体１００として一体形成した構成を示す斜
視図である。モジュール体１００は、インクカートリッジ７の容器本体の所定個所に装着
される。モジュール体１００は、容器本体内の媒体の少なくとも音響インピーダンスの変
化を検出することにより、容器本体内の液体の消費状態を検知するように構成されている
。
　本実施形態のモジュール体１００は、容器本体に液体検出装置６０を取り付けるための
容器取付部１０１を有する。容器取付部１０１は、平面がほぼ矩形の基台１０２と、駆動
信号により発振する液体検出装置６０を収容する基台１０２上の円柱部１１６と、を有し
ている。また、モジュール体１００は、インクカートリッジ７に装着されたときに、モジ
ュール体１００の液体検出装置６０が外部から接触できないように構成されている。これ
により、液体検出装置６０を外部の接触から保護することができる。なお、円柱部１１６
の先端側エッジは丸みが付けられていて、インクカートリッジ７に形成された孔へ装着す
る際に嵌めやすくなっている。
　図８は、図７に示したモジュール体１００の分解図である。モジュール体１００は、樹
脂からなる容器取付部１０１と、プレート１１０および凹部１１３を有する装置装着部１
０５（図７参照）とを含む。さらに、モジュール体１００は、リードワイヤ１０４ａ及び
１０４ｂ、液体検出装置６０及びフィルム１０８を有する。好ましくは、プレート１１０
は、ステンレス又はステンレス合金等の錆びにくい材料から形成される。
　容器取付部１０１に含まれる円柱部１１６および基台１０２は、リードワイヤ１０４ａ
及び１０４ｂを収容できるように中心部に開口部１１４が形成されると共に、液体検出装
置６０、フィルム１０８、及びプレート１１０を収容できるように開口部１１４の周囲に
凹部１１３が形成されている。
　液体検出装置６０は、プレート１１０にフィルム１０８を介して接合され、プレート１
１０および液体検出装置６０は凹部１１３（容器取付部１０１）に固定される。従って、
リードワイヤ１０４ａ及び１０４ｂ、液体検出装置６０、フィルム１０８及びプレート１
１０は、容器取付部１０１に一体として取り付けられる。
　リードワイヤ１０４ａ及び１０４ｂは、それぞれ液体検出装置６０の上部電極端子４５
及び下部電極端子４４と結合して、圧電層４７に駆動信号（駆動パルス）を伝達する一方
、液体検出装置６０が検出した共振周波数の信号を記録装置等へ伝達する。
　液体検出装置６０は、リードワイヤ１０４ａ及び１０４ｂから伝達された駆動信号に基
づいて、一時的に発振する。また、液体検出装置６０は、発振後に残留振動し、その振動
によって逆起電力を発生させる。このとき、逆起電力波形の振動周期を検出することによ
って、容器本体内の液体の消費状態に対応した共振周波数を検出することができる。
　フィルム１０８は、液体検出装置６０とプレート１１０とを接着して、液体検出装置６
０を液密にする。フィルム１０８は、ポリオレフィン等によって形成し、熱融着で接着す
ることが好ましい。液体検出装置６０とプレート１１０とをフィルム１０８によって面状
に接着して固定することにより、接着の場所によるばらつきが無くなり、振動部以外の部
分が振動しない。したがって、液体検出装置６０をプレート１１０に接着しても、液体検
出装置６０の振動特性は変化しない。
　なお、プレート１１０は円形状であり、基台１０２の開口部１１４は円筒状に形成され
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ている。液体検出装置６０及びフィルム１０８は矩形状に形成されている。リードワイヤ
１０４ａ及び１０４ｂ、液体検出装置６０、フィルム１０８及びプレート１１０は、基台
１０２に対して着脱可能としてもよい。基台１０２、リードワイヤ１０４ａ及び１０４ｂ
、液体検出装置６０、フィルム１０８及びプレート１１０は、モジュール体１００の中心
軸に対して対称に配置されている。また、基台１０２、液体検出装置６０、フィルム１０
８及びプレート１１０の中心は、モジュール体１００のほぼ中心軸上に配置されている。
　また、基台１０２の開口部１１４の面積は、液体検出装置６０の振動領域の面積よりも
大きく形成されている。プレート１１０の中心で液体検出装置６０の振動部に直面する位
置には、貫通孔１１２が形成されている。図２乃至図４に示したように、液体検出装置６
０にはキャビティ４３が形成されており、貫通孔１１２とキャビティ４３とが、共にイン
ク溜部を形成する。プレート１１０の厚さは、残留インクの影響を少なくするために、貫
通孔１１２の径に比べて小さいことが好ましい。例えば、貫通孔１１２の深さはその径の
３分の１以下の大きさであることが好ましい。貫通孔１１２は、モジュール体１００の中
心軸に対して対称なほぼ真円の形状である。また、貫通孔１１２の面積は、液体検出装置
６０のキャビティ４３の開口面積よりも大きい。貫通孔１１２の断面の周縁は、テーパ形
状であっても良いし、ステップ形状であってもよい。
　モジュール体１００は、貫通孔１１２が容器本体の内側へ向くように、容器本体の側部
、上部又は底部に装着される。インクが消費され、液体検出装置６０周辺のインクがなく
なると、液体検出装置６０の共振周波数が大きく変化することに基づいて、インクの液位
変化を検出することができる。
　図９は、図７に示したモジュール体１００を、インクカートリッジ７の容器本体７ａに
装着したときの、容器本体７ａの底部近傍の断面図である。モジュール体１００は、容器
本体７ａの側壁に形成された貫通孔に装着されている。容器本体７ａの側壁とモジュール
体１００との接合面には、Ｏリング９０が設けられ、モジュール体１００と容器本体７ａ
との液密を保っている。このようにＯリング９０でシールが出来るために、モジュール体
１００は、図７で説明したような円柱部を備えることが好ましい。
　モジュール体１００の先端が容器本体７ａのインク収容空間７ｂに露出することで、プ
レート１１０の貫通孔１１２を介して、容器本体７ａ内のインクが液体検出装置６０と接
触する。液体検出装置６０の振動部の周囲が液体か気体かによって、液体検出装置６０の
残留振動の共振周波数が異なるので、モジュール体１００を用いてインクの消費状態を検
出することができる。
　次に、本発明の他の実施形態による液体検出装置及びこの液体検出装置を備えたインク
カートリッジ（液体容器）ついて図面を参照して説明する。
　図１０、図１１Ａ及び図１１Ｂは、本実施形態による液体検出装置２６０を示した図で
あり、この液体検出装置２６０は、基板２４１に振動板２４２を積層して構成された基部
２４０を有し、この基部２４０は、互いに対向する第１面２４０ａ及び第２面２４０ｂを
有する。基部２４０には、検出対象の媒体を受け入れるための円形のキャビティ（凹部）
２４３が、第１面２４０ａ側に開口するようにして形成されており、キャビティ２４３の
底面部２４３ａが振動板２４２にて振動可能に形成されている。換言すれば、振動板２４
２全体のうちの実際に振動する部分は、キャビティ２４３によってその輪郭が規定されて
いる。基部２４０の第２面２４０ｂ側の両端には下部電極端子２４４及び上部電極端子２
４５が形成されている。
　基部２４０の第２面２４０ｂには下部電極（第１電極）２４６が形成されており、この
下部電極２４６は、円形の本体部２４６ａと、この本体部２４６ａから下部電極端子２４
４の方向に延出して下部電極端子２４４に接続された延出部２４６ｂとを有する。下部電
極２４６の円形の本体部２４６ａの中心はキャビティ２４３の中心と一致している。
　下部電極２４６の円形の本体部２４６ａは、円形のキャビティ２４３よりも大径に形成
され、キャビティ２４３に対応する領域の全体を覆っている。
　下部電極２４６の上には圧電層２４７が積層されており、この圧電層２４７は、キャビ
ティ２４３よりも小径に形成された円形の本体部２４７ａと、この本体部２４７ａから延
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出してキャビティ２４３の周縁に対応する位置を越えてキャビティ２４３の底面に対応す
る領域の外部まで延びる延出部２４７ｂとを有する。
　圧電層２４７には、上部電極（第２電極）２４９の円形の本体部２４９ａが積層されて
おり、この上部電極２４９の本体部２４９ａは、圧電層２４７の本体部２４７ａよりも小
径に形成されている。また、上部電極２４９は、本体部２４９ａから延出して圧電層２４
７の延出部２４７ｂ上を延びてキャビティ２４３の底面に対応する領域の外部まで延びる
延出部２４９ｂを有している。この延出部２４９ｂは、圧電層２４７の延出部２４７ｂを
越えて延出し、上部電極端子２４５に接続されている。
　このように、圧電層２４７の本体部２４７ａは、上部電極２４９の本体部２４９ａと下
部電極２４６の本体部２４６ａとによって挟みこまれる構造となっている。これにより、
圧電層２４７は効果的に変形駆動され得る。
　前記の如く上部電極２４９の本体部２４９ａは、圧電層２４７の本体部２４７ａよりも
小径に形成されている。一方、下部電極２４６の本体部２４６ａは、圧電層２４７の本体
部２４７ａの全面をカバーしている。従って、上部電極２４９の本体部２４９ａが、圧電
層２４７全体のうちで圧電効果を発生する部分の範囲を決定することになる。
　なお、液体検出装置２６０に含まれる部材は、互いに焼成されることによって一体的に
形成されていることが好ましい。このように液体検出装置２６０を一体的に形成すること
によって、液体検出装置２６０の取り扱いが容易になる。
　圧電層２４７の材料としては、ジルコン酸チタン酸鉛（ＰＺＴ）、ジルコン酸チタン酸
鉛ランタン（ＰＬＺＴ）、または、鉛を使用しない鉛レス圧電膜、を用いることが好まし
い。基板２４１の材料としては、ジルコニアまたはアルミナを用いることが好ましい。ま
た、振動板２４２には、基板２４１と同じ材料を用いることが好ましい。上部電極２４９
、下部電極２４６、上部電極端子２４５および下部電極端子２４４は、導電性を有する材
料、例えば、金、銀、銅、プラチナ、アルミニウム、ニッケルなどの金属を用いることが
できる。
　圧電層２４７の本体部２４７ａ、上部電極２４９の本体部２４９ａ、及び下部電極２４
６の本体部２４６ａは、それらの中心がキャビティ２４３の中心と一致している。また、
振動板２４２の振動可能な部分を決定する円形状のキャビティ２４３の中心は、液体検出
装置２６０の全体の中心に位置している。
　キャビティ２４３によって規定される振動板２４２の振動可能な部分、下部電極２４６
の本体部２４６ａのうちのキャビティ２４３に対応する部分、圧電層２４７の本体部２４
７ａ及び延出部２４７ｂのキャビティ２４３に対応する部分、並びに上部電極２４９の本
体部２４９ａ及び延出部２４９ｂのキャビティ２４３に対応する部分は、液体検出装置２
６０の振動部２６１を構成する。そして、この液体検出装置２６０の振動部２６１の中心
は、液体検出装置２６０の中心と一致する。
　更に、圧電層２４７の本体部２４７ａ、上部電極２４９の本体部２４９ａ、下部電極２
４６の本体部２４６ａ及び振動板２４２の振動可能な部分（即ちキャビティ２４３の底面
部２４３ａに対応する部分）が円形形状を有しているので、液体検出装置２６０の振動部
２６１は液体検出装置２６０の中心に対して略対称な形状である。
　このように本実施形態においては、キャビティ２４３に対応する領域の全体を下部電極
２４６の本体部２４６ａで覆うようにしたので、強制振動時の変形モードと自由振動時の
変形モードとの相違が従来に比べて小さくなる。また、液体検出装置２６０の振動部２６
１が液体検出装置２６０の中心に対して略対称な形状であるので、この振動部２６１の剛
性はその中心から見てほぼ等方的となる。
　このため、構造の非対称性から生じ得る不要な振動の発生が抑制される共に、強制振動
時と自由振動時との間の変形モードの相違による逆起電力の出力低下が防止される。これ
により、液体検出装置２６０の振動部２６１における残留振動の共振周波数の検出精度が
向上すると共に、振動部２６１の残留振動の検出が容易になる。
　また、キャビティ２４３に対応する領域の全体をキャビティ２４３よりも大径の下部電
極２４６の本体部２４６ａで覆うようにしたので、製造時における下部電極２４６の位置
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ズレに起因する不要振動の発生が防止され、検出精度の低下を防止することができる。
　また、液体検出装置２６０の振動部２６１と液体とが接触する範囲が、キャビティ２４
３が存在する範囲に限定されるので、液体の検出をピンポイントで行うことが可能であり
、これにより、インクカートリッジ７内のインクレベルを高精度にて検出することができ
る。
　本実施形態の一変形例としては、図１２に示したように、上部電極２４９の延出部２４
９ｂと圧電層２４７との間に絶縁層２５０を介在させても良い。この絶縁層２５０の存在
により、圧電層２４７全体のうちの圧電効果を発生する部分の範囲が円形となってその対
称性が高まり、不要振動の発生をさらに抑制することができる。
　次に、本発明の他の実施形態による液体検出装置及びこの液体検出装置を備えたインク
カートリッジ（液体容器）ついて図面を参照して説明する。
　図１３、図１４Ａ及び図１４Ｂは、本実施形態による液体検出装置３６０を示した図で
あり、この液体検出装置３６０は、基板３４１に振動板３４２を積層して構成された基部
３４０を有し、この基部３４０は、互いに対向する第１面３４０ａ及び第２面３４０ｂを
有する。基部３４０には、検出対象の媒体を受け入れるための円形のキャビティ（凹部）
３４３が、第１面３４０ａ側に開口するようにして形成されており、キャビティ３４３の
底面部３４３ａが振動板３４２にて振動可能に形成されている。換言すれば、振動板３４
２全体のうちの実際に振動する部分は、キャビティ３４３によってその輪郭が規定されて
いる。基部３４０の第２面３４０ｂ側の両端には下部電極端子３４４及び上部電極端子３
４５が形成されている。
　基部３４０の第２面３４０ｂには下部電極（第１電極）３４６が形成されており、この
下部電極３４６は、円形の本体部３４６ａと、この本体部３４６ａから下部電極端子３４
４の方向に延出して下部電極端子３４４に接続された延出部３４６ｂとを有する。下部電
極３４６の円形の本体部３４６ａの中心はキャビティ３４３の中心と一致している。
　下部電極３４６の円形の本体部３４６ａは、円形のキャビティ３４３よりも大径に形成
され、キャビティ３４３に対応する領域の全体を覆っている。
　下部電極３４６の上には圧電層３４７が積層されており、この圧電層３４７は、キャビ
ティ３４３よりも大径に形成されてキャビティ３４３に対応する領域の全体を覆う円形の
本体部３４７ａと、この本体部３４７ａから延出する延出部３４７ｂとを有する。
　圧電層３４７には、上部電極（第２電極）３４９の円形の本体部３４９ａが積層されて
おり、この上部電極３４９の本体部３４９ａは、キャビティ３４３よりも小径に形成され
てキャビティ３４３に対応する領域の内部に配置されている。また、上部電極３４９は、
本体部３４９ａから延出して圧電層３４７の本体部３４７ａ及び延出部３４７ｂ上を延び
る延出部３４９ｂを有している。この延出部３４９ｂは、圧電層３４７の延出部３４７ｂ
を越えて延出し、上部電極端子３４５に接続されている。
　このように、圧電層３４７の本体部３４７ａは、上部電極３４９の本体部３４９ａと下
部電極３４６の本体部３４６ａとによって挟みこまれる構造となっている。これにより、
圧電層３４７は効果的に変形駆動され得る。
　前記の如く上部電極３４９の本体部３４９ａは、圧電層３４７の本体部３４７ａよりも
小径に形成されている。一方、下部電極３４６の本体部３４６ａは、圧電層３４７の本体
部３４７ａの全面をカバーしている。従って、上部電極３４９の本体部３４９ａが、圧電
層３４７全体のうちで圧電効果を発生する部分の範囲を決定することになる。
　なお、液体検出装置３６０に含まれる部材は、互いに焼成されることによって一体的に
形成されていることが好ましい。このように液体検出装置３６０を一体的に形成すること
によって、液体検出装置３６０の取り扱いが容易になる。
　圧電層３４７の材料としては、ジルコン酸チタン酸鉛（ＰＺＴ）、ジルコン酸チタン酸
鉛ランタン（ＰＬＺＴ）、または、鉛を使用しない鉛レス圧電膜、を用いることが好まし
い。基板３４１の材料としては、ジルコニアまたはアルミナを用いることが好ましい。ま
た、振動板３４２には、基板３４１と同じ材料を用いることが好ましい。上部電極３４９
、下部電極３４６、上部電極端子３４５および下部電極端子３４４は、導電性を有する材



(22) JP 4038776 B2 2008.1.30

10

20

30

40

50

料、例えば、金、銀、銅、プラチナ、アルミニウム、ニッケルなどの金属を用いることが
できる。
　圧電層３４７の本体部３４７ａ、上部電極３４９の本体部３４９ａ、及び下部電極３４
６の本体部３４６ａは、それらの中心がキャビティ３４３の中心と一致している。また、
振動板３４２の振動可能な部分を決定する円形状のキャビティ３４３の中心は、液体検出
装置３６０の全体の中心に位置している。
　キャビティ３４３によって規定される振動板３４２の振動可能な部分、下部電極３４６
の本体部３４６ａのうちのキャビティ３４３に対応する部分、圧電層３４７の本体部３４
７ａのキャビティ３４３に対応する部分、並びに上部電極３４９の本体部３４９ａ及び延
出部３４９ｂのキャビティ３４３に対応する部分は、液体検出装置３６０の振動部３６１
を構成する。そして、この液体検出装置３６０の振動部３６１の中心は、液体検出装置３
６０の中心と一致する。
　更に、圧電層３４７の本体部３４７ａ、上部電極３４９の本体部３４９ａ、下部電極３
４６の本体部３４６ａ及び振動板３４２の振動可能な部分（即ちキャビティ３４３の底面
部３４３ａに対応する部分）が円形形状を有しているので、液体検出装置３６０の振動部
３６１は液体検出装置３６０の中心に対して略対称な形状である。
　このように本実施形態においては、キャビティ３４３に対応する領域の全体を下部電極
３４６の本体部３４６ａ及び圧電層３４７の本体部３４７ａで覆うようにしたので、強制
振動時の変形モードと自由振動時の変形モードとの相違が従来に比べて小さくなる。また
、液体検出装置３６０の振動部３６１が液体検出装置３６０の中心に対して略対称な形状
であるので、この振動部３６１の剛性はその中心から見てほぼ等方的となる。
　このため、構造の非対称性から生じ得る不要な振動の発生が抑制される共に、強制振動
時と自由振動時との間の変形モードの相違による逆起電力の出力低下が防止される。これ
により、液体検出装置３６０の振動部３６１における残留振動の共振周波数の検出精度が
向上すると共に、振動部３６１の残留振動の検出が容易になる。
　また、キャビティ３４３に対応する領域の全体をキャビティ３４３よりも大径の下部電
極３４６の本体部３４６ａで覆うようにしたので、製造時における下部電極３４６の位置
ズレに起因する不要振動の発生が防止され、検出精度の低下を防止することができる。
　また、液体検出装置３６０の振動部３６１と液体とが接触する範囲が、キャビティ３４
３が存在する範囲に限定されるので、液体の検出をピンポイントで行うことが可能であり
、これにより、インクカートリッジ７内のインクレベルを高精度にて検出することができ
る。
　本実施形態の一変形例としては、図１５に示したように、上部電極３４９の延出部３４
９ｂと圧電層３４７との間に絶縁層３５０を介在させても良い。この絶縁層３５０の存在
により、圧電層３４７全体のうちの圧電効果を発生する部分の範囲が円形となってその対
称性が高まり、不要振動の発生をさらに抑制することができる。
　次に、本発明の他の実施形態による液体検出装置及びこの液体検出装置を備えたインク
カートリッジ（液体容器）ついて図面を参照して説明する。
　図１６、図１７Ａ及び図１７Ｂは、本実施形態による液体検出装置４６０を示した図で
あり、この液体検出装置４６０は、基板４４１に振動板４４２を積層して構成された基部
４４０を有し、この基部４４０は、互いに対向する第１面４４０ａ及び第２面４４０ｂを
有する。基部４４０には、検出対象の媒体を受け入れるための円形のキャビティ（凹部）
４４３が、第１面４４０ａ側に開口するようにして形成されており、キャビティ４４３の
底面部４４３ａが振動板４４２にて振動可能に形成されている。換言すれば、振動板４４
２全体のうちの実際に振動する部分は、キャビティ４４３によってその輪郭が規定されて
いる。基部４４０の第２面４４０ｂ側の両端には下部電極端子４４４及び上部電極端子４
４５が形成されている。
　基部４４０の第２面４４０ｂには下部電極（第１電極）４４６が形成されており、この
下部電極４４６は、円形の本体部４４６ａと、この本体部４４６ａから下部電極端子４４
４の方向に延出して下部電極端子４４４に接続された延出部４４６ｂとを有する。下部電
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極４４６の円形の本体部４４６ａの中心はキャビティ４４３の中心と一致している。
　下部電極４４６の円形の本体部４４６ａは、円形のキャビティ４４３よりも小径に形成
されており、キャビティ４４３に対応する領域の内部に配置されている。好ましくは、下
部電極４４６の本体部４４６ａの直径は、キャビティ４４３の直径の７５％以上の大きさ
である。
　下部電極４４６の本体部４４６ａの上には圧電層４４７の円形の本体部４４７ａが積層
されており、圧電層４４７の本体部４４７ａは下部電極４４６の本体部４４６ａよりも小
径である。圧電層４４７の本体部４４７ａからは延出部４４７ｂが延出しており、この圧
電層４４７の延出部４４７ｂは、キャビティ４４３に対応する領域の外部まで延在してい
る。
　圧電層４４７の本体部４４７ａには、上部電極（第２電極）４４９の円形の本体部４４
９ａが積層されており、この上部電極４４９の本体部４４９ａは圧電層４４７の本体部４
４７ａよりも小径に形成されている。また、上部電極４４９は、本体部４４９ａから延出
して圧電層４４７の本体部４４７ａ及び延出部４４７ｂ上を延びる延出部４４９ｂを有し
ている。この延出部４４９ｂは、圧電層４４７の延出部４４７ｂを越えて延出し、上部電
極端子４４５に接続されている。
　このように、圧電層４４７の本体部４４７ａは、上部電極４４９の本体部４４９ａと下
部電極４４６の本体部４４６ａとによって挟みこまれる構造となっている。これにより、
圧電層４４７は効果的に変形駆動され得る。
　前記の如く上部電極４４９の本体部４４９ａは、圧電層４４７の本体部４４７ａよりも
小径に形成されている。一方、下部電極４４６の本体部４４６ａは、圧電層４４７の本体
部４４７ａの全面をカバーしている。従って、上部電極４４９の本体部４４９ａが、圧電
層４４７全体のうちで圧電効果を発生する部分の範囲を決定することになる。
　なお、液体検出装置４６０に含まれる部材は、互いに焼成されることによって一体的に
形成されていることが好ましい。このように液体検出装置４６０を一体的に形成すること
によって、液体検出装置４６０の取り扱いが容易になる。
　圧電層４４７の材料としては、ジルコン酸チタン酸鉛（ＰＺＴ）、ジルコン酸チタン酸
鉛ランタン（ＰＬＺＴ）、または、鉛を使用しない鉛レス圧電膜、を用いることが好まし
い。基板４４１の材料としては、ジルコニアまたはアルミナを用いることが好ましい。ま
た、振動板４４２には、基板４４１と同じ材料を用いることが好ましい。上部電極４４９
、下部電極４４６、上部電極端子４４５および下部電極端子４４４は、導電性を有する材
料、例えば、金、銀、銅、プラチナ、アルミニウム、ニッケルなどの金属を用いることが
できる。
　圧電層４４７の本体部４４７ａ、上部電極４４９の本体部４４９ａ、及び下部電極４４
６の本体部４４６ａは、それらの中心がキャビティ４４３の中心と一致している。また、
振動板４４２の振動可能な部分を決定する円形状のキャビティ４４３の中心は、液体検出
装置４６０の全体の中心に位置している。
　キャビティ４４３によって規定される振動板４４２の振動可能な部分、下部電極４４６
の本体部４４６ａ及び延出部４４６ｂのうちのキャビティ４４３に対応する部分、圧電層
４４７の本体部４４７ａ及び延出部４４７ｂのキャビティ４４３に対応する部分、並びに
上部電極４４９の本体部４４９ａ及び延出部４４９ｂのキャビティ４４３に対応する部分
は、液体検出装置４６０の振動部４６１を構成する。そして、この液体検出装置４６０の
振動部４６１の中心は、液体検出装置４６０の中心と一致する。
　更に、圧電層４４７の本体部４４７ａ、上部電極４４９の本体部４４９ａ、下部電極４
４６の本体部４４６ａ及び振動板４４２の振動可能な部分（即ちキャビティ４４３の底面
部４４３ａに対応する部分）が円形形状を有しているので、液体検出装置４６０の振動部
４６１は液体検出装置４６０の中心に対して略対称な形状である。
　このように本実施形態においては、下部電極４４６の本体部４４６ａを圧電層４４７の
本体部４４７ａよりも大きな径で形成し、キャビティ４４３に対応する領域を広い範囲に
わたって下部電極４４６の本体部４４６ａで覆うようにしたので、下部電極４４６の本体
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部４４６ａで覆われていない薄肉の部分の面積が小さくなる。このため、強制変形後の振
動部の自由振動中に、検出対象として必要な振動周波数以外の不要な高次の振動モードが
励起されることを抑制することができる。また、自由振動時に薄肉の部分のみが大きく変
形して圧電層４４７の変形量が小さくなって逆起電力の出力が小さくなる現象が防止され
、強制振動時の変形モードと自由振動時の変形モードとの相違が従来に比べて小さくなる
。
　このように本実施形態によれば、構造の非対称性から生じ得る不要な振動の発生が抑制
される共に、強制振動時と自由振動時との間の変形モードの相違による逆起電力の出力低
下が防止される。これにより、液体検出装置４６０の振動部４６１における残留振動の共
振周波数の検出精度が向上すると共に、振動部４６１の残留振動の検出が容易になる。
　また、下部電極４４６の本体部４４６ａの上に積層される圧電層４４７の本体部４４７
ａを下部電極４４６の本体部４４６ａよりも小径に形成し、圧電層４４７の本体部４４７
ａの上に積層される上部電極４４９の本体部４４９ａを圧電層４４７の本体部４４７ａよ
りも小径に形成するようにしたので、製造過程において後から形成される部分（例えば圧
電層４４７の本体部４４７ａ）の方が、先行して形成された部分（例えば下部電極４４６
の本体部４４６ａ）よりも小径である。このため、先行して形成された部分の位置を最後
まで確認しながら次の部分を形成することができるので、積層時の位置合わせを精度良く
行うことができる。
　また、下部電極４４６の本体部４４６ａを圧電層４４７の本体部４４７ａよりも大径に
形成するようにしたので、下部電極４４６の本体部４４６ａの周縁をキャビティ４４３の
底面部４４３ａの周縁に隣接させることができ、これにより、下部電極４４６の本体部４
４６ａで覆われていない薄肉の部分の面積を小さくすることができる。
　また、液体検出装置４６０の振動部４６１と液体とが接触する範囲が、キャビティ４４
３が存在する範囲に限定されるので、液体の検出をピンポイントで行うことが可能であり
、これにより、インクカートリッジ７内のインクレベルを高精度にて検出することができ
る。
　次に、本発明の他の実施形態による液体検出装置及びこの液体検出装置を備えたインク
カートリッジ（液体容器）ついて図面を参照して説明する。
　図１８、図１９Ａ及び図１９Ｂは、本実施形態による液体検出装置５６０を示した図で
あり、この液体検出装置５６０は、基板５４１に振動板５４２を積層して構成された基部
５４０を有し、この基部５４０は、互いに対向する第１面５４０ａ及び第２面５４０ｂを
有する。基部５４０には、検出対象の媒体を受け入れるための円形のキャビティ（凹部）
５４３が、第１面５４０ａ側に開口するようにして形成されており、キャビティ５４３の
底面部５４３ａが振動板５４２にて振動可能に形成されている。換言すれば、振動板５４
２全体のうちの実際に振動する部分は、キャビティ５４３によってその輪郭が規定されて
いる。基部５４０の第２面５４０ｂ側の両端には下部電極端子５４４及び上部電極端子５
４５が形成されている。
　基部５４０の第２面５４０ｂには下部電極（第１電極）５４６が形成されており、この
下部電極５４６は、円形の本体部５４６ａと、この本体部５４６ａから下部電極端子５４
４の方向に延出して下部電極端子５４４に接続された延出部５４６ｂとを有する。下部電
極５４６の円形の本体部５４６ａの中心はキャビティ５４３の中心と一致している。
　下部電極５４６の円形の本体部５４６ａは、円形のキャビティ５４３よりも大径に形成
され、キャビティ５４３に対応する領域の全体を覆っている。
　下部電極５４６の上には圧電層５４７が積層されており、この圧電層５４７は、キャビ
ティ５４３よりも大径に形成されてキャビティ５４３に対応する領域の全体を覆う円形の
本体部５４７ａと、この本体部５４７ａから延出する延出部５４７ｂとを有する。
　圧電層５４７には、上部電極（第２電極）５４９の円環状の本体部５４９ａが積層され
ており、この上部電極５４９の本体部５４９ａは、その外径がキャビティ５４３よりも小
径に形成されてキャビティ５４３に対応する領域の内部に配置されている。また、上部電
極５４９は、本体部５４９ａから延出して圧電層５４７の本体部５４７ａ及び延出部５４
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７ｂ上を延びる延出部５４９ｂを有している。この延出部５４９ｂは、圧電層５４７の延
出部５４７ｂを越えて延出し、上部電極端子５４５に接続されている。
　このように、圧電層５４７の本体部５４７ａは、上部電極５４９の本体部５４９ａと下
部電極５４６の本体部５４６ａとによって挟みこまれる構造となっている。これにより、
圧電層５４７は効果的に変形駆動され得る。
　前記の如く上部電極５４９の本体部５４９ａは、圧電層５４７の本体部５４７ａよりも
小径に形成されている。一方、下部電極５４６の本体部５４６ａは、圧電層５４７の本体
部５４７ａの全面をカバーしている。従って、上部電極５４９の本体部５４９ａが、圧電
層５４７全体のうちで圧電効果を発生する部分の範囲を決定することになる。
　なお、液体検出装置５６０に含まれる部材は、互いに焼成されることによって一体的に
形成されていることが好ましい。このように液体検出装置５６０を一体的に形成すること
によって、液体検出装置５６０の取り扱いが容易になる。
　圧電層５４７の材料としては、ジルコン酸チタン酸鉛（ＰＺＴ）、ジルコン酸チタン酸
鉛ランタン（ＰＬＺＴ）、または、鉛を使用しない鉛レス圧電膜、を用いることが好まし
い。基板５４１の材料としては、ジルコニアまたはアルミナを用いることが好ましい。ま
た、振動板５４２には、基板５４１と同じ材料を用いることが好ましい。上部電極５４９
、下部電極５４６、上部電極端子５４５および下部電極端子５４４は、導電性を有する材
料、例えば、金、銀、銅、プラチナ、アルミニウム、ニッケルなどの金属を用いることが
できる。
　圧電層５４７の本体部５４７ａ、上部電極５４９の本体部５４９ａ、及び下部電極５４
６の本体部５４６ａは、それらの中心がキャビティ５４３の中心と一致している。また、
振動板５４２の振動可能な部分を決定する円形状のキャビティ５４３の中心は、液体検出
装置５６０の全体の中心に位置している。
　キャビティ５４３によって規定される振動板５４２の振動可能な部分、下部電極５４６
の本体部５４６ａのうちのキャビティ５４３に対応する部分、圧電層５４７の本体部５４
７ａのキャビティ５４３に対応する部分、並びに上部電極５４９の本体部５４９ａ及び延
出部５４９ｂのキャビティ５４３に対応する部分は、液体検出装置５６０の振動部５６１
を構成する。そして、この液体検出装置５６０の振動部５６１の中心は、液体検出装置５
６０の中心と一致する。
　更に、圧電層５４７の本体部５４７ａ、上部電極５４９の本体部５４９ａ、下部電極５
４６の本体部５４６ａ及び振動板５４２の振動可能な部分（即ちキャビティ５４３の底面
部５４３ａに対応する部分）が円形形状を有しているので、液体検出装置５６０の振動部
５６１は液体検出装置５６０の中心に対して略対称な形状である。
　なお、液体検出装置５６０の振動部５６１は、上部電極５４９及び下部電極５４６を介
して圧電層５４７に電圧を印加することにより、キャビティ５４３とは反対側の方向に突
出変形する。
　このように本実施形態においては、キャビティ５４３に対応する領域の全体を下部電極
５４６の本体部５４６ａ及び圧電層５４７の本体部５４７ａで覆うようにしたので、強制
振動時の変形モードと自由振動時の変形モードとの相違が従来に比べて小さくなる。また
、液体検出装置５６０の振動部５６１が液体検出装置５６０の中心に対して略対称な形状
であるので、この振動部５６１の剛性はその中心から見てほぼ等方的となる。
　また、キャビティ５４３に対応する領域の全体をキャビティ５４３よりも大径の下部電
極５４６の本体部５４６ａで覆うようにしたので、製造時における下部電極５４６の位置
ズレに起因する不要振動の発生が防止され、検出精度の低下を防止することができる。
　さらに、上部電極５４９の本体部５４９ａを円環状に形成したので、図１８に示したよ
うに上部電極５４９の本体部５４９ａの外周縁を、キャビティ５４３の周縁に近い位置に
配置することが可能であり、これにより、上部電極５４９の延出部５４９ｂのうちの、キ
ャビティ５４３に対応する領域の内部に位置する部分が小さくなり、振動部５６１を構成
する部分の上部電極５４９の対称性が向上する。
　このため、構造の非対称性から生じ得る不要な振動の発生が抑制される共に、強制振動
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時と自由振動時との間の変形モードの相違による逆起電力の出力低下が防止される。これ
により、液体検出装置５６０の振動部５６１における残留振動の共振周波数の検出精度が
向上すると共に、振動部５６１の残留振動の検出が容易になる。
　また、液体検出装置５６０の振動部５６１と液体とが接触する範囲が、キャビティ５４
３が存在する範囲に限定されるので、液体の検出をピンポイントで行うことが可能であり
、これにより、インクカートリッジ７内のインクレベルを高精度にて検出することができ
る。
　次に、本発明の他の実施形態による液体検出装置及びこの液体検出装置を備えたインク
カートリッジ（液体容器）ついて図面を参照して説明する。
　図２０、図２１Ａ及び図２１Ｂは、本実施形態による液体検出装置６６０を示した図で
あり、この液体検出装置６６０は、基板６４１に振動板６４２を積層して構成された基部
６４０を有し、この基部６４０は、互いに対向する第１面６４０ａ及び第２面６４０ｂを
有する。基部６４０には、検出対象の媒体を受け入れるための円形のキャビティ（凹部）
６４３が、第１面６４０ａ側に開口するようにして形成されており、キャビティ６４３の
底面部６４３ａが振動板６４２にて振動可能に形成されている。換言すれば、振動板６４
２全体のうちの実際に振動する部分は、キャビティ６４３によってその輪郭が規定されて
いる。基部６４０の第２面６４０ｂ側の両端には下部電極端子６４４及び上部電極端子６
４５が形成されている。
　基部６４０の第２面６４０ｂには下部電極（第１電極）６４６が形成されており、この
下部電極６４６は、円形の本体部６４６ａと、この本体部６４６ａから下部電極端子６４
４の方向に延出して下部電極端子６４４に接続された延出部６４６ｂとを有する。下部電
極６４６の円形の本体部６４６ａの中心はキャビティ６４３の中心と一致している。
　下部電極６４６の円形の本体部６４６ａは、円形のキャビティ６４３よりも小径に形成
され、キャビティ６４３に対応する領域の内部に配置されている。
　下部電極６４６の上には、下部電極６４６の本体部６４６ａよりも大径に形成された円
形の圧電層６４７が積層されており、図２０から分かるように、圧電層６４７はその全体
がキャビティ６４３に対応する領域の内部に配置されている。換言すれば、圧電層６４７
は、キャビティ６４３の周縁６４３ａに対応する位置を横切って延在する部分をまったく
有していない。
　基部６４０の第２面６４０ｂ側には、一端が上部電極端子６４５に接続された補助電極
６４８が形成されている。この補助電極６４８は、キャビティ６４３に対応する領域の外
側から、キャビティ６４３の周縁６４３ａに対応する位置を越えてキャビティ６４３に対
応する領域の内部まで延在する。補助電極６４８の一部は、キャビティ６４３に対応する
領域の内部において圧電層６４７の一部を基板６４０の第２面６４０ｂ側から支持してい
る。この補助電極６４８は、好ましくは、下部電極６４６と同じ材質で且つ同じ厚さを有
している。このように補助電極６４８によって圧電層６４７の一部を基板６４０の第２面
６４０ｂ側から支持することによって、圧電層６４７に段差が生じないようにして機械的
強度の低下を防止することができる。
　圧電層６４７には、上部電極（第２電極）６４９の円形の本体部６４９ａが積層されて
おり、この上部電極６４９は、圧電層６４７よりも小径に且つ下部電極６４６の本体部６
４６ａよりも大径に形成されている。また、上部電極６４９は、本体部６４９ａから延出
して補助電極６４８に接続された延出部６４９ｂを有している。図２１Ｂから分かるよう
に、上部電極６４９の延出部６４９ｂと補助電極６４８との接続が始まる位置Ｐは、キャ
ビティ６４３に対応する領域の内部に位置している。
　図２０から分かるように、上部電極６４９は補助電極６４８を介して上部電極端子６４
５に電気的に接続されている。このように補助電極６４８を介して上部電極６４９を上部
電極端子６４５に接続することによって、圧電層６４７及び下部電極６４６の合計の厚さ
から生じる段差を、上部電極６４９と補助電極６４８との両方によって吸収することがで
きる。このため、上部電極６４９に大きな段差が生じて機械的強度が低下することを防止
することができる。
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　図２０から分かるように、上部電極６４９の本体部６４９ａは円形を成しており、その
中心はキャビティ６４３の中心と一致している。上部電極６４９の本体部６４９ａは、圧
電層６４７及びキャビティ６４３のいずれよりも小径に形成されている。
　このように、圧電層６４７は、上部電極６４９の本体部６４９ａと下部電極６４６の本
体部６４６ａとによって挟みこまれる構造となっている。これにより、圧電層６４７は効
果的に変形駆動され得る。
　なお、圧電層６４７と電気的に接続された下部電極６４６の本体部６４６ａおよび上部
電極６４９の本体部６４９ａのうち、下部電極６４６の本体部６４６ａの方が小径に形成
されている。従って、下部電極６４６の本体部６４６ａが、圧電層６４７のうちで圧電効
果を発生する部分の範囲を決定することになる。
　なお、液体検出装置６６０に含まれる部材は、互いに焼成されることによって一体的に
形成されていることが好ましい。このように液体検出装置６６０を一体的に形成すること
によって、液体検出装置６６０の取り扱いが容易になる。
　圧電層６４７の材料としては、ジルコン酸チタン酸鉛（ＰＺＴ）、ジルコン酸チタン酸
鉛ランタン（ＰＬＺＴ）、または、鉛を使用しない鉛レス圧電膜、を用いることが好まし
い。基板６４１の材料としては、ジルコニアまたはアルミナを用いることが好ましい。ま
た、振動板６４２には、基板６４１と同じ材料を用いることが好ましい。上部電極６４９
、下部電極６４６、上部電極端子６４５および下部電極端子６４４は、導電性を有する材
料、例えば、金、銀、銅、プラチナ、アルミニウム、ニッケルなどの金属を用いることが
できる。
　キャビティ６４３によって規定される振動板６４２の振動可能な部分、下部電極６４６
の本体部６４６ａ及び延出部６４６ｂのうちのキャビティ６４３に対応する部分、圧電層
６４７、並びに上部電極６４９の本体部６４９ａ及び延出部６４９ｂのキャビティ６４３
に対応する部分は、液体検出装置６６０の振動部６６１を構成する。そして、この液体検
出装置６６０の振動部６６１の中心は、液体検出装置６６０の中心と一致する。
　更に、圧電層６４７、上部電極６４９の本体部６４９ａ、下部電極６４６の本体部６４
６ａ、及び振動板６４２の振動可能な部分（即ちキャビティ６４３の底面部６４３ａに対
応する部分）が円形形状を有しており、しかも、圧電層６４７の全体がキャビティ６４３
に対応する領域の内部に配置されているので、液体検出装置６６０の振動部６６１は液体
検出装置６６０の中心に対して略対称な形状である。
　このように本実施形態においては、液体検出装置６６０の振動部６６１が液体検出装置
６６０の中心に対して対称な形状であるので、この振動部６６１の剛性はその中心から見
てほぼ等方的となる。とりわけ、振動部６６１の剛性に大きく影響する圧電層６４７が円
形に形成されているので、振動部６６１の剛性の等方性が大幅に高められている。このた
め、構造の非対称性から生じ得る不要な振動の発生を抑制することができ、液体検出装置
６６０の振動部６６１の残留振動の共振周波数の検出精度が向上する。
　また、硬いが脆弱な圧電層６４７の全体がキャビティ６４３に対応する領域の内部に配
置されており、キャビティ６４３の周縁６４３ａに対応する位置には圧電層６４７が存在
しない。このため、従来の液体検出装置においてキャビティの周縁に対応する位置で発生
していた圧電膜のクラックの問題がない。
　また、振動部６６１と液体とが接触する範囲が、キャビティ６４３が存在する範囲に限
られているので、液体の検出をピンポイントで行うことが可能であり、これにより、イン
クートリッジ７内のインクレベルを高精度にて検出することができる。
　また、上述した実施形態の変形例としては、図２２、図２３Ａ及び図２３Ｂに示したよ
うに、キャビティ６４３の中心を通る第１の直線上において互いに反対の方向に延出する
下部電極６４６の延出部６４６ｂ及び上部電極６４９の延出部６４９ｂに加えて、キャビ
ティ６４３の中心を通り且つ前記第１の直線に直交する第２の直線上において、下部電極
６４６の本体部６４６ａから互いに反対の方向に延出する一対の延出部６４６ｃをさらに
設けることができる。
　また、一対の延出部６４６ｃは、下部電極６４６の本体部６４６ａから連続的に形成す
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る代わりに、下部電極６４６の本体部６４６ａから分離して形成することもできる。
　このように、下部電極６４６の延出部６４６ｂ及び上部電極６４９の延出部６４９ｂの
延在方向に直交するようにして、実際には電極として機能しない一対の延出部６４６ｃを
キャビティ６４３の中心を通る直線に沿って配置することにより、図２０、図２１Ａ及び
図２１Ｂに示した実施形態に比べて、振動部６６１の対称性が向上する。即ち、図２０、
図２１Ａ及び図２１Ｂに示した実施形態においては振動部６６１の形状が２回対称であっ
たところ、図２２、図２３Ａ及び図２３Ｂに示した変形例においては振動部６６１の形状
が４回対称となっている。このように振動部６６１の形状の対称性が向上することにより
、不要振動の発生をさらに低減することができる。
　以上、本発明の好ましい実施形態についてある程度詳細に記載したが、多くの変更や変
形が可能であることは明らかである。従って、本発明の範囲及び精神から逸脱することな
く、ここで特定的に記載されたもの以外の形態で本発明が実施され得ることが理解されよ
う。

【図１】 【図２】
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